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調査地区位置図

山東省図
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甜司蜜廻蛇の宰邑好事J蔓

調査地域の現況写真

宇宙から見た黄河三角州
黄河三角州の出現状況手前黒点は漁船の群れ醐祝事脚点は鵬帥疇れ

黄河デルタの創造　毎年10億m3の土砂が流入し2,400haの新しい陸地ができあがる。脚さ朗くる。



広大な処女地

やがて緑の草地出来上がる。

そして広大な牧草地へ

広大な草地は放牧地へと利用が進む



空から見た黄河からの取水門　

責富市の繭北恵結ぶ韓河蓼利夫構



什轟嶋邑虞雷
計画地区遠景

瞥軌徽8万覿
墾利県6万畝

水嶋騨魚比■区
水稲開発試験区

鴨4号貯水穐
第4号貯水池

讐別線8万畿
墾利県6万畝

水嶋岬趣拭義広
水稲開発試験区

水利開発によって見事に

出来上がった水田地帯と

水田営農



黄河の取水門耐電

・痛聞鱒捧郷■笥■

（高青県劉春水門）

榊帥亜瑚湘鵬

幹線道水路の用水機場

嘘和船

（墾利県）

脚胴雉池（脚



幹線水路内の堆砂の状況



開発をまつ未墾地の状況

融細脚麟即納

高青県大芦湖周辺開発予定地

水利開発が待たれる中・低産地帯（高青県）　鳶職鮎
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中華人民共和国山東省

黄河三角洲典型区農業総合開発計画

7oロシ■ェクト･ファインテ+インクLt調査報告書

第一章 緒 言

1.1 はじめに

この報告ま=ま､ 1995年2月に海外農業開発コンサルタンツ協会(AgriculturalDevelopment

consultantsAssociation,Japan : ADCA)が実施した中華人民共和国山東省黄河下流域｢黄河

三角洲舛):r.''11互)I:'i･菜総合開発計画｣に係わる7oロシ◆ェクー形成調査の成果を取り纏めたも

のである.二.

妻!i-L河三[()洲Ir:!i･業総合開発計画(■以下､ ｢開発計画｣と略称する)は､山東省計画委

員会がr-l1心となって､山東省黄河下流域の農業開発を基本に置いた農村地域社会経済総

合rji･]発三j[･菜として構想された.｡この間発計画は､中国政府が施行する｢国家食糧生産基

地鎚設隅想のAqT･:..L:-i.r;目先(二全国10ケ所)政策｣に沿った緊急性の高い開発事業の一つとし

て収り上げられている.

開発対象地城は, ir(1:.河最下流城に位置する､所謂､黄河三角洲の約8.900Km2 (仝省

地域の5.7%1'rl当)である.｡行政単位は､山東省東宮市の東宮区､河口区､利津県､墾利

県及び渦I･l[i',1lj●T,:;)'青県と演州地区博興県の都合2区4県が該当する.二,この地域は､黄河に面責

された･i[I･椛i'11:ll･.の氾荘原で肥沃な石灰質iII)積土(Calcic Alluvium)が厚く堆積してい

る._lこの他城の)i:'i･業は､黄河の氾艦の問題もあって､開発が比較的遅れているが､近年､

黄河の治水Tr-r(･業が進み地域経済活動が盛んとなり､山東省経済の重要な位置を占めるに

至っている.二､この地域の農業は､ ′ト安､トウモロコシ､綿花､油菜等の生産が盛んであ

るL二.1993咋の≦~l;･JE)収量は､ 7.8ton/ha (522kg/畝~)と全国平均収量と比較し平均的に3

倍以上となっている.=.

しかしながら､この地域は,年間=,'.'f雨の環境が不均一で水源不安定の問題を才包え､実

質ili-･I.i概受i"!tTrTIJfi'i･が施設面積に対し多年平均で75%以下に止り､また､ 10年中9年までが

何らかの干魅被害を被っているのが実情である{二,濃概区は総じて水源に不安定要因を抱

え､水不才エのl■!り越に直面している.二,また､これら瀧概区の諸施設は､黄河の運･堆積す

る詳f土流砂のため機能低下が著しく､以上の水源不安定要素と相侯って農業生産活動を

大きくr･:l･L害している.二.

LIJ-di省計何委員会は､以上の経緯と背景に立って､黄河三角洲地域の｢基幹港概施設

の改修/改二#｣ ､
｢収水施設の新設または改修｣並びに｢末端港概施設の整備による濯

概の合即化｣にTP.:!烹を置いた瀧概開発とili'i･業生産構造改善をE]指した農業･農村総合開

発部菜のJ([::jTiをnこ画したL,なお､山瀬省計画委員会は､本計画事業の実施についてE]本

政仰の技術及び綻碕協力をを強く希望している.=.

-I-



1.2 ADCAフ○⊂lシ●工クト形成調査団

海外;I-'i.菜l).r･-]pヲ邑コンサルタンツ協会(ADCA)は､山東省計画委員会の招碍を受け､1995年2

月25r]から3)14日までの8E]間に亘り開発部業の推進に係わる77クト77インチすTンクや調査団

として石坂仁兵(太陽コンサルタント(秩)顧問)を団長とし､住友俊夫(同社海外事業部企

画営業部長)
､本間進(日本工営株式会社第三事業部専門技術部長) ､三部信雄(■北

海道開発コンサルタント(株)技師)並びに篠E[l日出海(チェI)-コンサルタント(秩)海外事業部長)

を山束省i'Jff河三[1-J洲地域の現地に派遣し､以上中国側の企画する開発事業のレビューと

円滑な部-=#j:･'抑迎l･こ対する日本政府の協力の方途について検討を行った｡

77クト7アインテ中インク○調査団は､添付資料-1の調査日程の通り､黄河三角洲地域の踏査

と剤斗収Lljiを行うと共にLu東省人民政府計画委員会をはじめ計画対象地域関係機関各位

(所会者リスト参.r!L7.1)との協議を通じ開発計画に係わる各種情報並びに開発受益地区の

抱えるl,".J超､ I朴先のニーズと地元受益者の期待等聴取したo

調査l∃=ま,以.__との結果を踏まえ､開発計画の目的､基本的戟略及び開発事業各項目に

ついて検討し､今後の計画事業推進の工程を策定した｡

1.3 謝 辞

本7oロシ○ェヶト.II:Zl朋村査の実施に当たりADCA77クトファインテ.インク寸調査団は､葉冬相､国

家科学技術委員会国際合作司日本処副処艮をはじめ章凌､水利部国際合作司科技合作処

長各位より多大なご高配を賜りました(=.姦許､改めて厚く御礼申し上げる次第です.-J

山煎省L)).Tril'にあっては､那桂芳､山束省人民政府副省長(農業担当)はじめ関係各方面か

ら多大なる伸二IL!亡とご協力を得ました.二,また,現地調査に当たっては､多忙な折にも拘わ

らず孝吉fY=.､如1.:;i'.･Tl絹り市長並びに張守増､til'･.f!I斬11人民政府副市長はじめ関係各位から現地紹介

と情報の拙f)l:･等多大なご便宜を賜りました,I.妄宣許,記して感謝の意を表する次第です･:,

ー2-



第二章 計画の背景

2.1
一般概況

2.1.1 中国の社会経活概況と開発政策

rl]l享=ま､ l亘l土a',:.帥行稽が960万km2あり､この内､概ね10%相当に当たる96万km2

(9,565万1-a)が開墾され農耕地として利用されている.=,人口一人当たり耕地の平均占有

面積は､約o.1ha (1.26畝)と極めて挟′トで中国農業発展の制約安貞となっている･二,

1993キミ末の総ノし[jは､ ll.85鮭人(なお､ 1995年2月16日総人口は12偉人に達した) ､

1984年以l樺10咋I.".Jの人仁l自然増加は約1.42位人､年平均人口増加は1.2--1.3%で推移して

いるl二t 男女'J)lJ人nは夫々6.05億人と5.80位人で概ね均衡している.農村及び都市地域の人

口は､各々8.52は人(71.9%)と3.33値入(■28.1%)である.

1993咋末班p/i:_の労働総人口(15歳以上1)は約8.2億人(62%)で､この内6.02億人

(73.7%1)が就業している.I.末就労人口にはi!i･業主婦及び上級学校の学生が含まれるr:･近

年､ Lil:;;r,:の是別布環境の好転から専業主婦がl'.I.Y.I))l｣する傾向を示しているo

社 会 就 労 現 況 (単位:百万人)

1978 19R() 1985 1990 1991 1992 1993

労働絶入I1 485.3 528.8 62l.1 697.3 709.8 72112 817･5

社会就労八F1 4Ol.5 423.6 49R.7 567.4 583.6 594･3 602･2

末就労八l二1 83.8 105.2 122.4 129.9 126.2 126･9 215･3

就業率(%) 82.7 80.1 8().3 8l.4 82･2 82･4 73･7

亡I'.nL 中国紙計年鑑(1994)

また､全紙:)j'･人l二lの内､国営企業等で就業する職工が1.09億人(18.1%) ､都市部の一

般労働者3,3937j人(5.6%)
､また､農村部の就業者致は､

4.59億人(76.3%.)である･=,

綻晴Ir?,=I;I"J')31｣の就恥状況は次の通りである.二,

経晴部門別就業人口 憎位:百万人)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

総労働人口 485.3 528.8 621.1 697.3 709･8

祉会!;I.W;･人l二1 4Ol.5,.. ~423･6 49817 567･4 58316

283.73 29】.81 311.87 341.77 350.16

工業 6O.91 67.14 83.49 96.97 99.47

石.irTl/鉱[[Jj'11u{IJi0.97 1.OO 1.()6 1.00 1.00

W'設 8.79 10.22 2O.69 24.61 25･21

掛愉/過1iJi 7.35 7.87 12.22 14.69 15115

甜菜 11.55 13.81 23.63 29.37 31･00

余融/促IJ'!)! ().76 ().99 1.38 2.18 2.34

/LUliサーヒ小ス 22.23 24.88 31.17 38.83 40･17

その他 5.21 5.88 13.19 17.98 19.10

721.2 817.5

594.3 602.2

348.55 339.66

102.19 92.95

1.00 1.44

27.02 39.82

15.73 16.88

33.12 34.59

2.48 2.70

41.08 34.38

23.13 37.40

.-lJ.少t.i
rllI!L(7耗計年鑑(1994)

1982_1l:.､政J(r]･･は､ ･F:｣:会掛斉近代化肺惣の'-);硯をEl指し｢2000年工農生産四倍増計画｣

一3-



を策定､そのILli本政策である｢対外開放.対内活性化｣に沿って､人民公社の解体､責任

生産性の導入,国営農場の基盤整備と生産に係わる諸制度の改善等各種努力と経済建設を

進めてきた.‥､こオtら経済改革と対外開放政策の実効は著しく､国民総生産(GNP)は､

1978J'Fの3,588臆元(実勢価格)から1993年には31,342億元(実勢価格)に増加し､国民

一人当たりのGNPも1978年の372元から1993年の2,645元となったo実質国民収入の成長

率は､ 1980年前Il-:･･が10%､後半が7.50,.',､また､ 1990年代に入ってからは市場経済体制の

導入の効果が著しく､相対的な国家経済の成長には､まだ不安定要素が残るものの近年の

経済閉一別違令が効盲奏し確実な成長を示している.二,特に,工業部門及び建設部門は著しく

飛躍している._I.

国民総生産(二GNP) (単位:GNP=億元‥GNP/人-元)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

国民稔生推

工業

牲設

i卦愉/過信

金融/摘発

一般サーヒ◆ス
GNP/人

3,588 4,470

1,()18 1,359

1,607 1,997

138 196

173 205

265 214

386 500

372 452

8,558 17,695 20,236

2,542 5,O17 5,288

3.449 6,858 8,087

418 859 1,015

4O7 1,117 1.277

577 837 1,245

1.135 2,995 3,275

8()8 1,547 1,747

24,036 31,342

5,744 6,65()

10,128 14,140

1,447 2,104

1,402 1,901

1,411 1,782

3,887 4,765

2.051 2,645

LL[i興
[fl回総計年鑑(1994)

経 晴 成 長 率 (単位:生長牢 %)

1978 1980 19R5 00ノ0ノ ー9
n7
ー 1992 1993

国民給![:J?'(=': 1 1.7 7. 9

農業 4.1
-1.5

工業 16.4 12.7

埋設 -O.4
26.7

運輸/過信 8.9 5.7

金融/Rlb'業 23.1
-1.3

一般ヰトヒース
13.8 6.0

GNP/八 1().2 6.5

12.8

1.8

18,2

22.2

13.5

22.7

13.5

ll.3

l
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00
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つ】

4
00

くU

5

5

5

7

oo

つ】

つJ

9
00

3

L
ヽ
J

′0

13.0 23.3

4.1 13.6

20.5 28.3

23.8 3l.2

9.1 26.2

7.5 20.8

9.6 18.4

ll.6 22.4

LIJ,41上 rl=.国統計年鑑(1994)

順調な綻†針友艮を支える対外輸出入の財政(l'.]lI又支環境は､ 1980年代中盤まで貿易赤字を

累積してきたが同年代後半に至り農業及び工業開発投資の効果が出､年収支が黒字に好転

し大きく国家収入に寄与する状況となっている.二,なお､ 1993年度は､工場企業等に於て施

設整怖が括蒐に行われ機械施設等国際市場からの購入が増加して輸出入収支が一時的赤字

となっている..I.

対外愉(I.ト1.入収支 (単位:億サ=●ル)

I()78 1980 1985 199O 1991 1992 1993

聖霊芸;3,i.:･S支l_(t3,書‡…;_芋孟;≡-………‡喜……冒三…763:≡:.…………‡…l二…三7?;≡
.Ll川l.i rl'同税計年鑑(1994)

･･･1 ･



以上急成長の経済環境の中で諸物[弧は､統制された計画経済の下にあって1992年後半ま

では極めて穏当な;J)i･i兄で推移してきた.二.しかしながら､開放市場経済政策が施行された

1993J'Fからは工業歩望品の価格急騰を発端として市場価格が大きく変わり､インフレーショ

ンの進行が一般t;･iljfLltと一次産品の生産環境を圧迫する状況が醸成された(ニ′

諸 物 価 上 昇 率 (単位: %)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

一次11;r!品[l"i格
103.9 107.1 1O8.6 97.4 98.0 103.4 113.4

卸売り仙柄 100.7 106.0 1O8.8 102.1 102.9 105.4 116･1

附Tf･!-I:A.if,･Tr,Il一loo.7 107.5 111.9 101.3 105.1 108.6 116･1

出典: L書11国統計年鑑(1994)

国家紙-;;;lL),A.1の1994J'T:.10月18日付け発表の1-9月掛着実績によれば､ 1993年以降､本格

的市場結何の施行により経済活動が著しく活性化されたが､これに伴いサービスを含めた

消費者物Ilmは､う‡同平均で前年の同期間の実績に比較し23.3%上昇し､中国社会の安定に

とって最大の懸案であるインフレーションの高進に歯止めがかからない状態が続いている･=｣

これら物仙｣二昇とインフレーションの高進は､食糧作物の生産を促進するため政府が1994

iF8月に臥ヒ[illi格を大きく引き上げたことが誘発の要因となったと考えられる,J即ち､食

糧価格が前J/[-:･比で約30%上がり､これが全体の物価を押し上げることとなった.I,

ドロ国の食掛総(_l:.確は､ 1949年建国当時の1.13億tonから伸び悩んでいたが1980年代の経

満改TL_[l-!':以l,7=こは生瞳去!主鮭整備の投資ji巨びに農業技術の普及等が効を奏し､第七次五カ年計

画最終郎;)(の1990中には史上最高の4.46億tonを記録するに至ったo この期間､人口が

ll.43値入(■ld･国当時の約2倍強)に増加しているが､実質食糧生産の伸びが人口増加を上

回り､同氏一人当たり年間食程占有量は210kgから390kgへと大幅な増加となった･‥▲他方､

排他Tm-;.:･は､ 1957年の約1.33億lla (20値畝)をピークに以降は毎年漸減し､ 1991年末に

は､杓47万haの抑那rrL]墾が進められた半面､国の基本インフラ整備事業用(15%､) ､林地

転換(26.5%)
､または牧畜用地転換(,ll.5%■)等あって全体で約50万haが減少､結果と

して9,565 7jhaと榔i,トし､建国当時の10,9307j-ha (.16.4億畝)を精下回るに至っているr:,

1993咋末現/i=.の,'].lil;)l･Ll也9,510万haの内､仙l也(樹園地を含む)及び水田の占有面積は､夫々

7,007 TJ-ha (.1‡11この73?･(I-,■)と2,503万ha(27',';,)である｡.畑地の内､港概受益面積は､約

2,370万ha川=地i~i'T-i7[-:[の34%または全休附他の24%)である.I.実質耕作面積については､

1.4憶ha-1.5r!11r'･Jla(排地利周率1.56)を維持している.‥,

2.1.2 中国社会経済開発政策と中･長期開発計画

現行のrr_l.fJ家什仝掛即日党政策｣は､ 1978年2月の中共十一期三中線で策定された計画

安綱に沿って､ ;)(の二項E]の目標を政策の悲本に置き､農業生産と他の経済部門を有犠的

に辿係して振糾する計画となっている.二.
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l)工業化による都市人口の増大に対応できる食程の増産かつ安定供給の出来る農

業._F_ヒ産装盤を創設する.=.

2)全回に12ケ所(その後10ケ所に変更)の大規模商品化食糧生産基地を整備し､

全国同′営農場と併せ農業生産を強化して商品化食程を3-4倍にまで増産する.:.

また､以上のl)i.j写己政策に基づく｢国民経済と社会発展10カ年計画(1991-2000.) ｣で

は､計画E=ニLllほ次の3段階に分けて構想している.=.

第一段l街:当初5IJ'F間(第八次五カ!rF言IL･画: 1991-1995)に国民給生産を1980年の

二倍にする(この目標は､ 1992年末現在既に達成済みである) .=

第二段l;餌:国民総生産を第九次五カ年計画:1996-2000)までに更に倍増し､ 1980

年の四倍にする.=,

第三段階:一利_ti･3:己中頃までに一人当たりの国民総生産を中進国の水準に引き上げるo

また､これらII:l標を達成するための叱略として､次の五項目の方針が打ち出されているrニ〉

① l耳l比i,:.itp[_[･･.産を年率6%程度の水711ISで[lllばす.二.

②同比のpp,:I:･.括レベルを｢温飽(′最低生活水難)｣から｢小康的水準｣に到達する.‥′

③ 211l_!:紀初頭までに社会経済の持続的発展に必要な物質的･技術的基礎を築く｡｣
④ 'itイ川｣を基本に計画経済と市場経済を有機的に結び付けた経済体制を確立し､

その述rHを試行する.=,

⑤社会主兼文日月の水準向上に努め､社会主義民主法体制を創設するo

以上の折柄l耶己政策の基本に立つ｢国民経済と社会発展10カ年計画(1991-2000) ｣

の開発月J._念は､ ),I;'i･莱'J)野の開発に優先順位を置き､食糧の増産と安定供給を最重点課題と

しているtこ,氏椛[[･･.Pl:-:は､2000年までに5fi:.-･.tonの達成を目標としている.この食糧増産計画

には､ iJ.I.和改良､施肥法の改善､栽培管別の合PJ!化等の農業科学技術革新の継続努力､低･

ql位生産i)=也の改;.:I(I.<･に加え､農業水利施設の拡充強化等､生産基盤整備事業の推進が構想

されている.=.特に､瀧概開発については,受益面積を1990年の約4,810万ha (7.22億畝.)

から20001I:･をr:J標irlに置き､ 5,440万ha (8.16億畝)まで増やす必要があるとしているr=

地域El;-i.業l耶己を長州的戦略として組織的に実施するため､政府は1978年2月に採択した

｢国民経済発展10ケ年計画要綱｣の中で構想した全国12ケ所の大規模商品化食糧生産基地建設計画

を修正し､ 198糾-:･､山瀬省黄河三角洲､累龍江省三江平原､遼寧省遼河三角洲､駅西省関

･l.瀧l互等10地域を指定し､重点商品化食即三産基地建設計画を策定したr=}これら指定10地域

には､比);)=也がf.T計3,130万ha (4.7憶畝､ ']-_,国.]JL.･l-也面積の約1/3相当)あるが､この内､

低.中位生J71:':11!1i,lJl‥地が2,470万ha(3.7億畝)を占める.I,計画では､今世紀末までに総事業

費535値元を投入し､新規開墾約220万ha (3,259万畝)及び低･中位生産性耕地2,220万

ha (3.33位畝)のJ,Jifl貰整備･改良､更に､造林220万ha (3,300万畝)
､草地改良270万ha

(4,000万畝)
､刀工樹同改良70万ha

(1,115万畝)
､水産養殖池の拡大90万ha

(1,340万畝)

等が^三画されている.二,この計画事業の完成にf'liう増加生産量ついて､政府は､食糧6,119

万t.n､寿[IH巳･ t['･1M斗･糖料などの経耐乍物合計760万ton,肉類493万ton､水産品283万ton
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を見込んでいる(･､

2.2 山東省の一般概況

2.2.1 自然環境

山東省は､北京の南500Kmに位置し､省都済南市を中心に古くから開発が進められ発展

してきた.二,L,Il如省の総面積は､ 15.67万km2 (全国土面積の1.63%)あり,この内､概ね

43%相当に当たる6,600Km2 (675.8万ha)が開墾され農耕地として利用されている(二.耕地

に対する堤業人口一人当たりの平均占有而栢は,約o.o9ha (1.41畝)または-農家当た

りの平均規模で0.35ha (5.2畝)と極めて狭小である｡

省地域の年平均気温は11-140c (最低気温が1月で-5--10c､また最高気温が7月で24

-280c)
､ Jl-:･h.('J-]![.r.:霜期間180-220日､平均降雨量は560-1,170mmである,,省地域は､

U_佃省系暖混';i',･'モンスーン気候区に属するが､一般的に南東部の温暖湿潤区(乾燥度<

1.0)と北西部の-!l'1湿潤地区(乾燥度=1.0-1.5)に大別されるo計画対象地域の黄河三角

洲は､降雨量550-560 mmで半湿潤地区に属する.二,

省地域に賦存する天然資源は､以下に要約する通りである.

土地資源(万ha)

排地面積

林地

養殖利悶水面

林木;If源:

有m材森林(万ha)

森林被覆率(%)

林木蓄積眠存量(万m3)

水利資源:

河川,fF間総流出量(悠m3)

地下水眠存量(低m3)

2.2.2 社会経済現況

1,567.2

365.8

268.0

26.7

348.4

17.1

6,9OO

344.6

163.4 億m3

1993年末の総人口は､ 8,620万人､性別人口は男性が4,392万人､女性が4,228万人であ

るL,総戸数は2,197.5万戸(平均世帯一戸当たり約4人)である,, 1984年以降10年間の人

口自然増加は約983万人で､年間出生/死亡人口比から求めた平均自然人口増加率は12%

内外であるL:. ,.:,'i.1:｣･及び郡市地域の人口は､各々6,724万人(78%)と1,896万人(22%)の

分-IlfであるL‥.ltd-i･J[｢:･末の実就業者総数は､.5,843.1万人(67.8%)である.:,都市部の就労者

数は1,285.5万人(22%)
､また､豊村部の就業者は､

4,557.6万人(78%)である･=･部門

別就業者は､夫々第一次産業2,690万人(46.0%■)
､第二次産業1,202万人(20.6別､第

三次産業1,951万人(33.4%)である.=〉

1980咋代､叶咽政府は､近代化構想実現のための基本政策として｢2000年工農生産四

倍増計画｣を策定､ ｢対外開放･対内活性化｣の思想に添って諸制度を改善する等各種努
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力と経済性設を進めてきた.山東省に於ても､これら経済改革と対外開放政策の実効は著

しく､国内総!=l:i郁(RGDP)は､ 1978年の234.05億元(実勢価格)に対し､ 1985年の

647.06億元, 1990咋には1,337億元､また､ 1993年には2,702億元(実勢価格.)と著しい

経済飛躍を成し遂げてきたo国民一人当たりRGDPも1978年の326元から1993年の3,126

元と当初の20001r:･4倍増計画を早くも達成する状況に至っているo (出典:山東省統計年

鑑(1994) )

山東省の国内総生産(RGDP)と国民総生産(RGNP) 単位:億元

!3i-1項 1984年 1990年 1991年 1992年 1993年

国内総!l:A.産

第一次JIF':.A:莱
第二:)(就業

第三:)こ推某

国民総!=l:.蘇

工業

IJl苓~Ti:

通イ言/交通(運輸)

商業

557.OO 1.337.O8

222.13 425.29

239.27 635.98

95.81 275.76

480.65 1,147.48

217.96 422.()4

194.28 570.69

24.47 62.14

12.84 3().94

31.10 61.67

1,596.88

521.85

745.90

329.13

1,376.27

519.63

646.53

77.63

45.12

87.36

I,82.02

534.62

999.90

448.29

1,685.58

523.39

881.29

106.24

6l.41

113.25

2,702.49

59(;.63

1,428.94

676.92

2,284.30

590.25

I,267.48

146.84

90.44

189.28

.Lli典二 11川卜省統計年鑑(1994)

2.2.3 農 業

山前省の土地利F-TJ現況(1992年現在)は以下に要約する通りであるo

Lし1東省の土地利用現況

事 項 両横(万ha)占有率(%) 備 考

捻IL7[AI'filJ:･

地形区分:

l.1｣地

高原

平瞭

内､湖沼等水面

二1二地利l=T]
:

堤排地

水田

･上‖

その内､藩政畑(~含果樹)

-LIL･樹園
その内､_港概樹園

茶侍l

水城

その内,養殖水面

I.567.2 1()0.0

331.45 21.15

48().97 30.69

754.78 4§.16

149.60 9.54

675.80 43.12

13.95 0.89

462.41 42.23

41().19 89.70

ウ8.75 5.02

34.92 44.34

().15 0.003

149.60 9.54

26.7() 17.84

(対全畑地指数)

(村仝果樹園指数)

(対全水域指数)

tI_1.I)I.i: I.LJ東省耗計年鑑(_19941

国民総'Jii:,･(iのl,,J,農業生産は､概ね25%1.･H当を占め､実質的生産値としての実勢価格単位は

590.25怯元である.:.農業生産の主要品目及び/i:_産量は､以下の通りであるr,

･8-



三i三安i]-ri･戸別勿の生産量(1991年実妹)(ijLi[正二面積ba,生産量ton､単位収量ton/ha)

1 9 9 3 咋 1 9 9 2 年

農産拘 作付け面積 総生産量 脚立収量 作付け面積 捻生産量 単位収量

允椋作q勿 8,213.4O4

小安 4,156,O28

水稲 108,760

トウモロコシ 2,439,797

大豆 600,213

綿花 760,OPO

IIL[]料rT･:q-r)) 78 1
,41
8

読莱

-AL･尖

h/■
一

什刷

茶桑

畜Fr'::(JIM'･:Y:-1)

内軌

∠ト孔

毛類

卵郡

蜂蜜

淡水養帥

海水蛮地

73,3()9

1,277

744,079

41.OOO.OOO

20,243,334

76(;,733

13.908,587

1,315,54()

4 1(),0()()

2,683.718

148.945

39,795

31,071,325

5,O14,2g3

1,536 5,O14,283

57,1 17 39,525

3,634,319

394,988

3O,O60

2.138.756

8.503

1 17.600 246,569

149.173 1,34(),514

4.99 7,918,632 35､893,000 4.53

4.87

7.05

5.70

I)_.]9

0.54 1.488.764 876,841

3.43 698,692 I,662-,877

2.()3 94,130 152,900

31.16 4,510 74,800

41.75 146,000

- 1,146,900

3.34

5

00

つ】

7

4

つJ

′0

5

0

つ】

l

′O

L

l

-
2,936,587

- 343,219

28,763

- 1,705,352

7,750

130,930 189,137 1.44

77.260 866,809 1 1.22

Lil.典: 山吹.'r?綻計年鑑(1994)

2.2.4山東省の中･長期社会経済開発計画

(1) )l71i･米側与己政策

中火政府は､現行の国家間党政策のr~l二･で'.l1-i･業を経肩社会開発の基碇と考え､以下の農

業振叫対策を掲げている.二.

1) );!iL業開発投資の増加

2)提P:E'L･'･.物(IITi格の調整

3)氏粍作物生産区で専用備蓄1''l;'lJ度の確立

4) 'F:-･fiL=i3ti:生産資材の生産増強と安定供給

政Ji.j.･は､Ilr引王祁を｢rr]位の開発途上地域重点開発投資政策｣の対象.地域として取り上

げ､省地域のi:,'i･業及び農村工業振興を1(li兆する計画を掲げた｡.即ち､山東省は､実質的

に新しいI)i･.]充段l附こ入ったと言える.I.

l__l_l~射手‖｣二会掛引謂党10カ年計画は､以上の中央政府の開発政策並びに計画策定要領

に去(.;づいたもので､その間発理念は, ｢今世紀最後の10年間を省地域が中国の特色ある

社会主兼榊朗'F消肘Ij･lほ確立する課程に於て引き続き発展する期間と考え､全面的な経
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宿帳興と社会発展の促進によって省地域の近代化水準の向上を図る｣ことを基本として

いる.｡

(2)開発の:))･i木方針

山Id三省は､1980年代､特に後半の七･五計画から1990年代前半の八･五計画_の実施に

於いて社会･緯碕の目覚ましい発展を遂げた.二.中でも基本インフラである道路網は著し

く整備され輸送の傾が極めて良好となった.=.しかしながら､省の農業セク?-は､開発資金

の不足から｢-!li[_,'(i基鯨整備の立ち遅れ｣､ ｢黄河の黄土流砂による利水施設の機能低下｣ ､

｢既存の生確支柁施設及び機械の老朽化/更新費の負担増加｣ ､ ｢農業生産物の貯蔵能

力_q'r,-_びにfr)I)･I;,･流通に対応した輸送手段の不怖｣､ ｢付加価値生産を支持する産業構造ま

たは企業化糾純の低迷｣ ､ ｢資産､資源､労脚力の未活用部分が多く経済効率が低い｣

等まだ多くの:)ミ解決の問題と改善の余地を残こしているのが実情であるo

以上､ ‥l火政仰の基本指導方針と省地域の八･五計画までの開発実績並びに残された

各秤訓と超に照らして隅想された90iF代の後半()L･五計画)及び長期(10カ年計軌)経

済社会l渦充のILIi本方針は､概ね以下の過りである.

I)省地域の各棟生産部門の生産性並びに経済効率の向上を図ると共に産業構造の改善

と近代化を進め､中国の特色ある社会主立市場経済の中で地域の社会経済の活性化

と自立を目標とする.:,.即ち､地域に賦存する資源の合理的有効活用を開発の理念と

し､ Elf-i･工_'l三建と･商業活動の均衡のとれた総合経営体別の確立と発展を期待する･二,

具体的には:

a.地域一声｣二会･経済の基盤である農業生産の増強と経営規模の拡大を支持できる開

勾皇と･!l三I.;(I:･-:韮盤整備水準の向上を図る.二,特に､黄河に依存した制約条件の大きい

水賛i馴二ついて｢抜本的開発(平原水雄性設と既存水庫の改修) ｣と｢農業用

水の利=効率の向上を基本とした利水環境/施設整備を行い､かつ､水資源利

C.

川J'[:_7,:J!,1!_の技術体系を確立す.I,

地域の相性を活かした農業の多様化と個体及び集体承包による農業生産経営体

系の強化と整備を進め､農業生産の合理化と市場経済に対応した生産構造を創

設する.:､

工.柏菜等企業についても経営に係わる諸制度･規範を整備確立し､経済連合

体と企業グループ化促進､私企業の振興育成等企業経営の合理化と市場経済に

対l心した企業構造の改善と活動の活性化を図る.‥.

2) ｢科放IjH,L弛｣をスローガンに置き､科学技術の研究開発と技術普及を重点的に推進

する`｡吐碇従邪者の教育/訓練を徹底し､省地域全体の生産性並びに生産事業経営

のf:llrl′机I'i)上を図る.二,

3)
･[=l三J?-(.･.･.上･[Y.1銀と維J首合J.g.1ヒによる生産各部門の財政的自立を目指す｡.特に､固定資産投

i'{fと投i',fの述営管理を強化し,省地域の円滑な経済社会発展を期するo固定資産投

糾こついては､造業基礎建設(農業生171(:i共鯨整備及び農業インフラ整備) ､既存企

業の改酋/改造､
_;i巨びに基本牲設工程及び予算管理の徹底を基本とするo
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第三章 黄河三角洲地域の現況

3.1.黄河三角洲地域の概況と経済的位置付け

,H,:i',可三1(J洲は､省都済南市の北東部に展開する黄河最下流の氾濫沖積原で､実質籍
面相14,036Km2の広がりをもつ.二.黄河は､三角洲の北寄りを流れている,I.地形は､

黄土流砂のJ11f:'.精した平坦地である.I.土壌は､所謂黄土(Loesses)を母材とした石灰

質illlf;i-=l二(CalcicAlluvial Soils)でアルカ7)性の問題を抱えるが概して肥沃である･=,

この他城の気候は､中国の分類で｢温帯半湿潤性気候区｣
､また､農業気象区分で

は｢二咋三作地区｣に属する.=,年平均l埠水量は､ 500mm-600mm､年平均温度120c

- 130c, L!.[fJ;'i･'[':I.期間210-220日である.二､

黄河三角洲の気象諸元

年平均気温(Ocl 12.3

平均風速(m/see) l.5

年間日照時数(時間) 2,563

平均相対i4lFl:皮(%) 68

撫霜期間(日) 213

iF平均降水量(mm) 547.2

調査対象地城は､土地資源､水:B源(-y'.L河)及び気候的環境に恵まれ､勝利油田の

開発と棚伐って各セクターの発展が比較的順調に進捗しており､現在では山東省経済

の:Tr!･.安な-Lnjiをなすまでに至っている.=.調査地城の行政単位は､東宮市の2区(東宮

区及び河[1rヌニ) 2県(利津県及び墾利県)
､溜博市高音県並びに演州地区興博県が含

まれる.:,

pfl!!'･ip可三f(J洲の調査対象地城約8,900kn12は､山東省全体の約5.6%を占める(‥,この内､

-A:')I･･地面手iliLCま､383万haあり仝省の53%に1:I]当する.=,しかし､農業人口一人当たりの平

均排作rrIJl'7-i-i･は､0.13haまたは1.9畝と極めて狭小である,,

計TI_I_(i｢廷J辿地域の1993年末現在に於ける総人口は､ 9,013,130人､性別人口は男性が

4,574,300人､女性が4,438,830人である.:.総戸数は2,401,470戸(平均世帯一戸当た

り約3.7人)であるL=.農村及び老い打地域の人口は､各々5,768,400人(64%)と

3,244,730人(36%)の分布である.二.同咋末の実就業者総数は､ 1,622,360人(18%)

である.:.
.!･,'-I;I.rjL)ju就業者は､夫々第一次産業468,860人(28.8%) ､第二次産業700,860

人(43.2%)
､第三次産業452,640人(28.0%)である｡

198011r-:･代､I-llEq政掛ま､近代化構想実現のための基本政策として｢2000年工農生産

l些=f.･-ll:(,･計f!Lli｣を策定､｢対外開放･対内活性化｣の思想に添って諸制度を改善する等

名和努力と締祈LLAi･言芝を進めてきた,二l__卜佃省に於ても､これら経済改革と対外開放政策

の実効はA-･しく､国内総生産(RGDP)は､ 1978年の234.05億元(実勢価格)に対し､

1985咋の647.06値元､ 1990年には1,337低元､また､ 1993年には2,702億元(実静価

格)と著しい綿満飛躍を成し遂げてきたE_-.国民一人当たりRGDPも1978年の326元か

ら19931l･-･の3,126元と当初の2000年4倍増計画を早くも達成する状況に至っているr二･
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計画l那吐地域に於ても同様に投資の経済効果が出ており､特に勝利油田の開発進捗に

伴う工業部門の著しい発展が見られる.=, (出典:山東省統計年鑑1994) o

なお､今般調査を実施した東営市墾利県及び溜T専市高音県の社会経済現況及び農業現況は

如何に要約するとおりである｡

3.2 計画対象地域

3.2.1 東営高

取営flfは､行政単位として2区(東皆区･河Ij区L) 3県(利津県･墾利県･広捜県)で

f.I(iF長され､非河三角州の主要部を占める.二, 1983年10月に中央政府に批准された新興市

で､ 1993年3月国号別削こよって沿海経馴El放区として批准された.市の中央を黄河が

流れ､地形は平坦で沖積黄土を母材とする石灰質沖積土(アMl)土壌)が広範に広がるゥ

市Ir,･･u地域の総面積は8,053 Km2である.‥. 1993年末現在の総人口は161･41万人､人口密

度200人/Km2､また､全市国民総生産額は123億元で対前年比23%の増加となってい

る.‥.1993年の市地域のの社会総生産値(_RGDP)は以下の通りであるo

東宮市社会総生産値(RGDP)

区分 総生産髄 農 業 工 業 建築業 運輸業 商業･飲食業

全 省(万元) 51.850.600 9,942,500 34,531,400 3,98l,834 1,l15,200 2,279･700

束営市(万元1 582,412 213,700 2O9,012 64,514 51,221 43･965

対全省比(%) 1.12 2.15 0･61 1･62 4･59 1･93

総生産/
1rl7!Z莱比(%)

全省 19･2

東宮市 36･7

i11地域の4i)=也面積は､ 176,534ha (総面積の21.9%)である,,この内､水田は18,581ha

(_10.5･.)t･,)
､また, ･nl地は157,953

ha (89.5?,-;I.)である.=,これら耕地の内､有効瀧概面積は

141,660haで瀧概率は80.2%となっている.=･主な農作掛ま､小麦､水稲､トウモロコシ､キビ､

コウリャン,大豆､雑豆､落花生､菜臥ゴヤ,綿花､甜菜､薬用作物､読莱･瓜類､飼料作
臥黙物である.二,林地は､主に人工林で17,229ha (絵画積の2･1%)ある〔･畜産の内主な飼養

家畜は､ LI:I,馬､虞馬､牒馬､羊､脂､家禽､兎である｡,

東宮丁打IT--!iL業生産状況

区')ナ f)l'･)也Tn''積

( lla)

耕種農業 排種農業 堂遡州

労働人口 総生産値 耕地面積 社会給生産

(人) (千元) (ha) (元)

仝r1. 6,757,()92 23,262,8()() 52,667,OOO O･291 2,264･0

東宮-.fl 176,534 396,200 1
,359,88()

0･446 3･432･3
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3.2.2 東営市墾利県

墾利県は11f',;;ii前に属し､黄河三角洲の中心に位置する｡.行政区は4つの鎮から構成

されている.二,総面積は2,178.11Km2である.1993年末現在の総人口は21.03万人､こ

の内､ 1']:'i.業人lコは18.32万人で､全体の87.1%)を占めるo 1993年度の農民一人当た

りの収入は1.212元､また､地域住民一人あたりの穀類生産量は､平均595Kgに達し

ているL=,人口密度は96.6人/Km2と他の地域に比べかなり低い状況である,,

墾利県地域は､省地域の中でも重点堤業開発区の一つとなっているo この地域は全

国第2の石tin産出基地である｢順利tiI_Ilロ]｣の中心となっている｡この地域の気象環境

はIT:1菜に過し､土地資源に於ても排作利用可能地が21.78万ha (内､既耕地4.53万ha)

ある.二,その他土地利鞘現況に見る土地資源は､草地6.06万ha､林地1.7万ha､砂州

3.6万ha､未刊Ill土地4.3万ha､その他別地1.59万ha等であるo 県内を流れる黄河の延

長 は109.5Km,また海岸線の長さは89∴75Kmあり､農業資源の他水産開発のホ○テンシヤル

としてもデfill))'.:が豊富である.=.

1994咋仝(I;･1;1司内総生産の概況は以下の通りであるo

全県国内総生産の概況 (単位:億元)

総-!l:I_I?_'(.･!'#fi 一次産業 二次産業 三次産業

6.23 2.9145 2.00 1.32

3.2.3 溜博市(しはくし)

淵I.･ll,'･-/ll:i-は,行政単位として5区(張店･宗削(I･博山･臨椙･周村)と3県(桓台･

高音･析i即 をもつ._,黄河三角洲に含まれる行政単位は､以上の内高音県である,T.

1993-'LF･､宗削11T;･'.Tl了は国家計画委貞会と農業部によって黄准海平原地区農業近代化の模範

区に批i任されている.‥,

illil;･u｣地域の総而積は5,983Km2､総人口は387.84万人､人口密度648人/Km2であ

る{二.全市地域の社会総生産値は､ 1993年度273.84億元で､対前年比35.6%の増加を

記録したE:. 1993年の地域社会総生産値の内訳は以下の通りである,_,

溜博市社会総生産値 (RGDP) (BiL立:万元)

区分 給!ヒ産額 農 業 工 業 建築業 運輸業 商業･飲食業

仝 省 5L,R50,6OO 9,942,500 34,531,40() 3,981,834 1,115,200 2,279,700

宗iiiliL;･1.L[I;4,5()7,897 412,769 3,079,975 470, 152 218,414 326,587

対仝省比(%) 8.69 4.15 8.92 11.81 19･59 14･33

総吐17L(･i/ i,I-!i･業比(%)

仝省 19.2

指博Tl:[ 9.16

TI-;;J,.Ll.]地域の総排他面積は206,352ha (総面積の34.5%)あり､この内､水田は1,251 ha
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(o.6 9,;-,)
､仰lは205,101

ha (99.4?.'=')である.‥,有効港概面積は150,010haで､港概率は72.7

?(,である.=､地或の主な農作物は､小麦､水稲､トウモロコシ､キビ､コウリャン､大豆､雑豆､

落花生,ゴマ､綿花､麻額､甜菜､煙草､薬用‖乍臥就業･瓜額､飼料作物､果物であるr_.柿

地は人工林を中心に31,174ha (捨面積の5.20/.I,)ある｡.この他､桑園が若干在り養蚕が行われ

ている.=.箭産の主な飼養家畜は,牛､馬､慮馬,紫馬､羊､豚､家禽､一兎である｡,

溜博市農業生産状況

区 分 排地面積

(ha)

耕種農業 相軌農業

労助人口 総生産

(人) (千元)

労働人口一人当たり

耕地面積 社会給生産

(ha) (元)

仝省 6.757,992 23,262,800 52,667,000 0.29 1 2,264.0

描L.#T11 206,352 7 14,100 2,738,690 0.289 3,835･2

3.2.4 溜博市高青県

高音県は､潮博市の北端､黄河沿いに位置する.二,行政区は5鋲､ 5郷で構成されている･=.総面

積は831Km2である.:.総人口は､ 1993年末現在35万人あり､この内､農業人口が全体の95%

(33.25万人)を占めるo ^口密度は421人/Km2であるo

自然資源に怨まれ､溜博市における農業発展の重点地域であるが､水利開発の遅れから市制

地域の巾で兄もl耶己の遅れた地域となっている.=.捻土地面積は8.33万ha､この内､農耕地は

4.53万11a (54.4 -?i+)であるL1.なお､農耕可能な荒地が約3,300ha既存している.現在の営農規

模は､農戸人口一人当たりo.14haと極く小規模であるo林地は6,000haで地域内の森林被覆率と

しては17(!{'-である一ニ,

3.2.5 漬州市(別紙)

3.2.6 主な水源

H I.rl'!.i1]]

県境沿い延長45.6Km､年間平均流量430.8億m3､河川流量1,328 m3/秒(浮遊含砂量

25.9Kg/m3､年収水量5億m3 (2カ所の水門■)

2) ′J､晒河

内河川 延長12Km､河川幅30m､探さ3.5m

3)大岸州

地区rJl]rj然湖 東西長4,800m､南北長2,050m､面積733.3ha､周囲の湿地面積568ha､

糾=互総耶;i･1,300ha､湖内通年水面積333ha､平均水深1.2m､養魚､鴨の養殖が行われて

いる∴

4)利n吋能水･.;[iit/原量

可能総-17,;:5憶m3 内､黄河からの直接;[rR水3箆m3､地表貯溜水2億m3

3.2.7 その他情報

勝利t,lI‖rlの-I:-l'･ilh採掘は､年産原･i･rhlO万m3,天然ガス10億m3､炭酸ガス10億m3である｡
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3.3 計画対象地城の抱える問題点と改善の必要性

-i'I'i'･河三･frJ洲は剖海湾に面し､黄河が海に注ぐ扇状沖積平原地帯で､総面積約540万ha､黄土

高原からillTfl.:吋によって運ばれる土砂が海口に椎積して毎年2,400haの陸地が生まれている.二,伝

大な来室剛也､中･低産地が存在し､ 1988年に国の大規模商品化食料生産基地の一つに指定され､

開発が進められている.二,

計画対象地城の土地資源は豊富で声るが､アルカ1)土壌が広く分布し､この有効利用対策と
して用排水施設の建設･整備と水管理システムの確立が不可欠となっている.二,

主な水でf掘は黄河の流水と地下水である.I,黄河の流量は季節変動が大きく､年間の流量を有

効に利別するために地区内に~貯水池の築造が必要である.二.地下水については､浸透水によって

祁給される河川沿いの限られた区域の他は､塩水の影響を受けている.｡

荊河のi･,it水は含砂貢が多く､用水路内に土砂の椎積が避けられない,,この合理的な処理対策

が望まれている.-.

今後､この他;:i!,:が国家的規模の農業/=Ii産規模として､持続的にその役割を果していくために

は､ i!',,17;亨な二卜･..Ilh･i':fill);':と限られた水資源を有効に利用するための水利組織の整備､節水藩概技術

及びIi■即馴こおける排水技術の確立､生産基髄の整備､有効な労働力確保のための農村環境の整

備､土地利JHの合秒性に立った営農体形､ /Ji産と流通の組織化等の確立が強く望まれる.I,
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第四章 開発計画の概要

4.1 計画開発事業の概要

4.1.1計画事業の背景

中国中火政附こおいては､ 199-1年3月の第7期全国人民代表者会議において､同局

経晴社会党鹿10カ年計画･ 1991-2000年(中期計画)並びにこれを基本目標として､

具体的達成日標を定めた第八次5カ年計画･ 1991-1995年(八五計画)を推進してい

る.このrl:f仙計画の主要任務のなかに｢国家級重要農産物生産基地の建設｣と｢農村

地域総釧3iiJ5己の強化｣が取り上げられている｡.さらに､八五計画においては農業書r,門

の任務として, ｢中低産田の改造とIr,!･業適地の開墾｣並びに｢重点農業開発区及び荒

地､干拓I-;i･]墾における水利建設の強化｣がうたわれている｡

粥河三-/川lは､剖海に面し､黄河が捌こ注ぐ扇状沖積平原地帯で､総面積540万ha､

中怪l三大三.[[)･J･卜lの一つであるL‥､毎年黄土高原から黄河によって約10.7億m3の土砂が海

に流れ込み､その2/3が海口に堆積し2,400haの新しい陸地が生まれている.二▲三角洲を

形成している｣也城は広大で,水､石油､ガス､等自然資源が豊富で黄河下流ゴールデ

ンアングル地･lil'で開発潜力の大きい新しい同士であるo 国務院と山東省政府は黄河三

角州の開蒐を屯祝し､今世紀末までに弗河三角州の国家級の農､牧､漁業商品生産基

地の開発班設を達成することを計画した.=, 1989年以来､国は黄河三角州において三期

にわたって6万敵の水稲開発試験を実施し､経済的､･社会的効益と開発経験に対して

良好な結-nさを確認し､開発条件を整.･fi;J'･した.=,しかしながら､歴史的原因と幾多の制約

要I:gのi;]!･摺で､黄河三角洲地区の豊富な自然資源､特に広大な荒れ地､浅海砂州と大

面相の中性畦ロー]が十分開発利用されろに至っていないことは､地区経済の発展に大き

くF(3管している.二,

以上に鑑み､山東省計画委員会は､ 1994年4月-同年10月に国家計画委貞会の指示

に従って､ ｢ill'i･.ii可三角洲下鎮地区農業総合開発計画及び費河三角洲大声湖地区農業総

合開蒐計画｣について可行性研究報告を作成し､今後この計画実現に対して日本政府

の有限資金ほ仙を希望している.

4.1.2開発の目的と目標

本計画は,非河三角洲地域の自然資源と開発の潜在力を充分に利用し､､近代的開発

施設を採用して下絶と大芦湖の両地区を選択して結合開発を進め､両地区の経済発展

を逆成し､什民の.三｣三括水準を高め､生態環境と生産条件の目的の改善を図るものであ

る(‥､同=!)･=Cこ本計画を通して､総合l那己の手順と経験を更に深め､山東省の20世紀から

21II_L･紀に跨がる大事業である黄河三f柑‖地区の大規模開発の基礎を確かにするもので

ある.二.
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4.1.3開発の基本方針と開発戦略

以上の背景と開発のニ-ス中に鑑み､本計画は､ ｢機能低下の著しい港瀧施設の改修｣

及び｢瀧概区地域の水資源の再開発と利水の合理化双方の対策｣ ､ ｢アル*T)土壌対策｣

を検討し,水需要と供給の均衡を前提とした最も合理的､かつ､効果的利水体制と規

範の確立により地域社会経済の発展を目指すものである｡,開発戦略の要点は､以下の

通りである､‥.

1) flti-一河の流砂堆積に起因し機能低下した水利施設の改修と新規取水工及び平原水庫

の埋設を含む水源の再開発を図り,地域経済の基幹となる農業の持続的発展を支

持すると北に社会経済インフラ施設の恒久的イ呆全対策を完全なものとする.｡

2)農業[:l三確の体質改善､特に､瀧概農業技術の革新により気象災害に強い体質とし

J-i.lli･:1X!l･liき巨の安定と増産による農業経営の改善と農家の財政的自立/強化を図る,‥,

3)以上のLI-li.菜生産と併せ､伝統l杓な畜産､養蚕及び養殖水産の近代化と拡充を振興

し､地域L-!i･業の生産構造の改善と地域農業部門の持続的経済発展を期する.I,

4.2 開発事業の構想と枠組み

l｣佃省人民蜘7j'･が構想する黄河三pPJ洲El-!i･業総合開発計画は,概ね準の戦略的枠組みの上に立っ
ているL:.

4.2.1計画事業の目的

(1)矧!:J川(J仁l標

本計画事業は､黄河三角洲地域8,900Km2にある農業(総耕地面積約383,000ha)の近代

化を抑逃するための示範として典型区の開発を構想したもので､以下の事項を目標に置いて

いる.二.

1)既設の農業生産基盤施設を改修/改善し持続的かつ安定的な農業生産環境を整える.二.
2) il'ff!.L.概排水施設の増設/整備を行い､不安定な半湿潤気候環境の中で発生する気象災害

とアル机上壌等の低位生産阻害要因に強い農業生産構造を創設する｡

3)以上の機能的便宜に立って可抑也の開墾を進め､農家の経営規模の拡充と農業生産の

州強を周り農家経済の向上/改善を期する.=,

4)以上の排種栽培の拡張と併せ畜在､養蚕北びに養殖水産の振興を図り農業生産構造の

多様化と地域農村経済構造の改革をJrr!進する.=.

(2)巾･長州的l]標

非河三1T)･;･)1Iは､国家食糧政策に沿って隅想された｢国家重点商品化食糧生産基地建設計画｣

の一一-帳FIIi地である.二.従って､以上の191i型区の開発を規範として黄河三角洲地域全体の農業総

合r'TJr.]5己計画を1rr::粧し､国家の食糧政策と地域経清発展構想の成就に寄与する.
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4.2.2計画事業の枠組み

黄河三脚十慣菜総合開発計画は､黄河三角洲の内､主として水源を黄河に求める地域を対象

に農業生産悲髄整備並びに農業生産構造の改善を構想したものであるo

l) i-'[河からの取水施設整備､平原水坪(■ダム)の新設及び既存ダムの貯水能力と給･配

水慣能の改善

2)滞慨･排水路網の整備及び耶水管理機能の改善

3)アル*.)土壌対策を含む末端闘場基髄整備を中心に農業生産基盤の改善と可耕地の開墾に

よる′昌●堤基盤の拡充

4)地域l~勺幹線道路､通信網､農村給水施設等､農村近代化のための基本インフラ施設整

仰

5)施設惇ほを含む排種の多様化と畜産､養蚕及び養殖水産の振興による農業生産構造の
改善

6)一次1uu二[二を中心とした農産物の付加価値生産と農村部の雇用機会の拡充

以上のi脚hf-lftii,+il.に基づき省政府が開発兆型区として選定し計画している事業内容を要約する

と以~F-の通りである`=､

(1)前官TIT型I.!利県下鋭地区

1) I耶己El標

東宮市墾利県下鋲地区開発目標(達成年次2003年)

区 ''1 単位 既開発 新規開発 開発総目標

1:Jl'.地雨f_:I:I

北概ir'['l'fl'i･

低産一高確両横

殺 堺

綿 花

落花!l三

瓜 瞥i

果 拘

水打1rlL[ll

I!i:r)那

農椛総動力

'r;!L･寸;｣.引:会話!l-:.鍾

一人当たり純収入

万ha

万ha

.

'
'
,
:

'
･
･
;
'
.
'
^
;
I
.
'
'
:
J
]
･
.
:
A
:
:
I
;
A
.
'
'
:
'
.
,
:
I
?
.
:
.

1.07

3.07

3.20

3.87

(含草地0.67)
2.40 3.20

0.36l.95 17,39l.65

448.8 487.7

324.0 427.7

3,500 5,473.4

600+110(鮮菜) 600 +110(鮮菜)

1,010.4 2,310.4

367.5 724.45

3.54 8.64

45,780 102,028

961.5 1,711.5

2) -LAiL設計TPI'の概要

a.水利-[Al一設

･地区内貯水池の建設

一拐水儀場の建設

･幹線･支線水路

･排水路
･ jl'･戸Jtil.iJJ'u
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2ケ所と1ケ所の改修(捻貯水量1億560万m3)

20ケ所

221.O Km

5粂155.3Km

1,140ケ所



･排水隈場の改修

･沈砂池

b.競れ他の開発と中底蓬田の改良

･荒れ地の開発

･小低薩田の改良

c.林 業

･結満杯
･

I;))'謹林

･沿海防護林

.叫易防護林

･育i'l]'所

d.桑園開発と養蚕振興

･桑l那El蒐

･召言出収蛎所

･.;.:2:納所
･

11nj･旦糸工場

e. 1f;I.:牧

:t●..り也例発

･

!ト羊飼料加工工場

部●J!ニアンモ斗がス貯蔵施設

･

7ナモ=7がス貯蔵技術叶ヒ●スセント
･

I(･'J';i{L化センター

･

-!ト羊肥育所建設

･蕃'Jl展示模範所
･

I;t仝肉牛改良センター拡張

･内!11処判指巳合センター建設
･

Jl･'･肉1,OOO /年分割生産処現施設

鴨養殖場拡張･併設鴨総合加工場

鴨肉分割処理施設埋設

f. 水 f;T:

･喜嫡弛改造

･蝦､蟹養殖

･.iilj:p水貝類養殖

･淡水魚養殖

J.(.I.飼桝別Ll剤･飼料工場

･仙純培育場

･大).;k横地種生産所

･環境監視センター

･.;.((I.栄進他の拡張･河通夜泥･水門拡｢1~j

.冷淡収購船
g. u;.J先7iLt設総合訓練センター
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2カ所

6ケ所(規模面積391 ha)

10,700 ha

23,30() ha

1,400ha (含､香椿園67ba)

3,134ha (うち耕地防護林1,800ha)

667ha

667ha

lカ所(重点発展農田林網､粟殻間作,四他植樹)

2,700 ha

4カ所

4カ所

1カ所(320ton/年)

2カ所(1.33万ha)併設

1カ所

2,500ケ所

4ケ所

1ケ所

8カ所

5カ所

5カ所

1カ所

1粂

1カ所

1粂

2,0()Oha

2
,7(】()ha

2,5OOha

lカ所(既存施設の拡張)

1カ所(新規建設)

1カ所

1カ所

･長さ2,000mの小型埠頭の改修

2隻購入

2カ所



(2)東常了t了大芦iA'.I]地区

1)開発巨川7,一書

東宮市大芦湖地区開発目標(二達成年次2003年)

l■さ二');L 単位 既開発 新規開発 開発絵目標

排他而柿

液概何位

低薙一高沌面積

穀 輝i

綿 花

落花fl三

瓜 墳

-"l･
q'ry)

水1?'f7:lrl-[11

向背i

rll;'fTi;(J'巳-))

1',I:'i･餓総gl'Ju力

ll.I.fi-付1
A:会誌生産

一人当たり純収入

加
加
加
袖
袖
袖
袖
袖
袖
恕
窯
元

l.65

O.65

0.65

6,861.4

258.3

43.7

2,335.3

164.3

232

0

1.00

1.00

3,297.6

153.2

0

3,000

1,500

205.6

473.3 1,680

1.65

1.65

l.65

10,159.0

411.5

40.7

5,335.3

1,664.3

437.6

2,153.3

3.31

7.00

113,190

1,140.1

2)班設計何の概要

a.水利LLiL!設

劉了≠家海区

.唱礼子港区

幹線水路の延長･支線水路9粂計16.38Kmの建設

幹線3粂計27.0 Kmの建設

水路の付帯施設の埋設

西沈砂区の碓設880ha

排水河IJTの整fJE;i-13km

水源井戸設置1,000カ所

4.3 開発事業のインハ○クト(効益)

計画]1･業のプ三施に伴う直接及び間接的波及効果(Inpacts)は､概ね以下の便益が期

待できる.二､

1) ~F:l二会仲益

水即,ri利用の合理化により､現在の実質掛既率76%内外を100%の保障を可能と

する.=,この結果､農家の安定的かつ持続的農業生産増強が可能となり､農家の財

政的lj3:!r･.と農業を基本とした農村工業が振興され地域経済並びに社会労働雇用機

会の拡充が期待できる.また,節水瀧概技術の確立と普及は､大きな水資源の利

Jlほ剰を.?r.1iみ､地域工業開発並びに郡市地域開発に寄与する,)これら地域開発の

進展にflll･･･う経済発展と地域のJTam慌会拡充は､計画対象地域のみならず広く山東

省地域の~i⊂_l:会･掛引更益として高く評価できるものであるr,

また, i.,ffii-'J三.附トIの地下水は､いずれも塩水であるが､費河からの剛(機能が整

イ..･;J･･されれば生活用水の質的改善と馴川与加が約束され､地域住民のと保険衛生環
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境を整え,生活環境水聾が大きく向上する.こ】また､港概施設整備は､地域の公共

奇蹟曲びに各種生産活動を保全し,かつ,地域住民の生活環境を快適ならしめ労

働意欲の昂掲を助ける効果が大きい.=,

2)経済性i..<i

離irH･J',!='i･莱の開発と港概技術の合理化は､制約された耕作規模の中で農家収入の

倍増を可能にし､更には､地域経晴の安定的発展を保障する{I,また､瀧慨技術の

合即化による節水の結果産み出される余剰水は､農村地域の工業開発並びに都市

地域I);.･]充を直接的に支持できるホ○テンシヤルとなる.｡これら地域開発の進展に伴う経

柄発展と地域の雇用機会の拡充は､計画対象地城のみならず広く山東省地域の社

会･綜満仲益として高く評価できるものである.

3)環境性i..i

=i.I'[河三[Tj洲は､気候的に半湿潤の不安定降雨の環境下にあり､特に,農業生産

は二I-'.魅枇(.f-:･等気象災害に極めて脆弱な状況にある.従って,水資源は､この地域

の~f:t二会･a'':llt両党展の死命を糾するiJi･完的要因の一つとなっている.｡計画事業は､

以上のI三l然/社会･経済環境の全ての間,nBを解決する手段として最も効果的対策

として(lil.･;望されている.:.

水:1''ff]uの利用合理化の結果として緑化面桔が拡大し､地域住民の生活環境が大き

く政-:.:!'･,L:･される.二､また,自然環境に於ても生態系の保全が容易になる,=,以上の環境

改-?;1:q':･は､必然的に生産活動を刺激し､この地域の社会･経済の活性化と発展に大

きく鵠'･-!j-･する.二.計画事業の内､葦頓の新規開墾約10,000 haについては確実に自然

動･柑り勿の生態系を破壊することとなる,,しかし､他方に於て構築または改修され

る平)!Tl:水IiL(:北びに緋種栽培を中心とした土地利用は､新たに良好な自然環境創設

し､ 4.J..A-il三伯には人間生活と自然動･植物の調和と均衡のとれた生態系が形成される

ものと考えられる.=､事実､近年計画地城内に在って勝利油EEl開発が進められ鉱区

がJ17)～:-lF･T)11Jl!/j;に拡大されているが､これら施設は農排地の広がりの中に吸収され自

然軌拘の･[l:.括を脅かす脅威とはなっていない.また､既設水庫には､従来に増し

たハクチョウや野鴨等が飛来し越冬するまでになっている(｡海浜の干潟について

もi'lrf河の給水管理以降は植生が安定してきおり渡鳥の探餌環境が好転している状

況が窺える.二,

地域IF_l:仝経済環境については､結わ引詞放施策以来､年を追って農業と工業･商業

h".]の総柄ト,'t差が拡大してきているが､本間発事業は農業及び農相の経済環境並び

に!1.1rl'iTT･環城を大きく改善できるものである.=,

4.4 開発事業実施に係わる情報

4.4.1 上位計画､長期計画等との関係

本r;;‖己計iIIil-は､現行の｢国民経満と社会発展10カ年計画(1991-2000) ｣の中で､

特に､屯祝している｢国家商品化氏梶生在去臼也建設計画｣推進の一翼を担うものであ

る.:I

山山都のrl･･長期社会･経済開発計画に)/{tても､計画事業地域は､省の食糧生産基
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地埋設の中心として位置付けられ､かつ､制約となっている水資源の利水環境の改善

と合判1..的利.rnの枝術体系を確立し省地域の農･工業の相互発展を期待する地域開発重

点地区として選定している.｡

4.4.2 中国政府機関の関心､優先度

本計画は､ ｢国家商品化食糧生産基地性設計画構想｣に沿う事業として､既に全国

人民代表の承認を得ており､開発実施効果の高い事業として高く評価されている.-_,ま

た､国家計画委員会に於ても､剖海と茄海経済圏双方に関与する地域開発の一つとし

て本計画のl;i･J発ニース◆と事業化の緊急性を詐[[lhし最も高い優先順位を与えている,=,

4.4.3 当該案件に関して他の援助国､機関等の動向

本計軒Jp[.菜経びに農業･農村地域間兎関連の開発計画には､現車までのところいず

れの揺仙同､同際横間等の支援は行われていない｡.中国政府並びに山東省人民政府は､

本間発郎菜をl]本政府の技術協力並びに経済協力(第五次円借款)を得て実施に移し

たい志Ir'-iJである.=.

4.4.4 事業実施に対する協力支援の期待

国家計画委員会脆びに山束省人民政肘は､開発調査(黄河三角洲地域約8,900m2

全体の｢農業総合開発基本計画(■マスト7oラン)の策定｣並びに｢瀧概施設改修/改善の

必要度と緊急1･_'L;.の高い東営市墾利県及び渦博市高音県を中心に開発典型区を選定し7汁

シナヒ○-けイー･スタテ中イ-調査｣に対する日本政府の技術協力と次いで計画事業の実施に対す

る経済l品力(.,^j.f五次円借款)を期待している{:,

(1)口本政附こ期待する開発調査に係わる技術協力

1) ｢i''Ii･河三角洲農業総合開発基本計画(マスタープラン)の策定｣と｢開発典型

区の71-シナヒoT)ティー･スタテ中イー調査｣の実施

a)水資源利相計画
∃削可の利用可能水量を基に水源施設(取水工､平原水庫の拡張､改善)

･各港区用水の合FJ!的水配分(■表IIJfL水/地下水)

浮遊砂の多い濁水の利用対策と施設計画

水利施設の維持管廼l!11;;I;･u (令,椎砂対策)の確立

b) i(･l'f.概右転設の改良･幡復計画

機能低下の著しい稚拙･排水施設の修復と改善計画(含､水路/構造

物の唯砂対策1)

悶水機場の改良と修複計画(含､省エネ対策)

末端瀧概･排水施設整臓(ノ含､節水対策)並びに末端圃場整備計画

(含､農道網整備)

c) ii.tile.概･排水施設の維持管均!f4こn'.uの確立

･末端田場に於けるii'･E_i概方式の確立と藩概技術普及計画
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輪番瀧概と瀧概運営/管理組織計画

瀧概/排水施設の維持管理体制の確立(含､維持管理費の受益者負担

;I;･u度/水利費)

2)非河三･/()汁l･l地域農業総合開発計画の策定

･節水､省エネと農産物の増産計画

;i)l--種法の改善(瀧概農業､アルカリ土壌改良)計画

農業機械化計画

抑種の多様化と輪作体系の確立

収穫後処理施設整備計画

･農業技術普及体制の強化拡充計画(特に癌概農業技術)
農産加工(特に一次加工)施設整備計画

3)三川･;･Jll地域の農村施設整備計画の策定

農村基本インフラ施設整備計画(幹線道路､上･下水道施設等)

･生活環境整備(含､ :1J三洛施設整備並びに緑化､廃棄物処理施設等,)
4) l'L.!J3'i保1て計画

沼沢地の保全とアルカリ土壌問題

･水利施設の推砂処考uとl'l!i･作物保全
自然環境の保全対策

4.4.5 開発調査の実施要領(案)

(1)技術協力の純P]]と目的

本計亨郎｣1･業は､ 1993年に｢黄河三角洲E]1'i･英紙合開発計画｣として東宮市行政区域を

対象に範'jizされ日本政府の第四次円付-･款案件として要請されたが､借款案件としは計

画内容が不伯として採択に至らなかった.=.山東省では､その後､省計画委員会を中心

に計画検討を正に進め東宮市墾利県地区及び溜博市高音県地区について可行性検討を

行い1994[I1--･11月に再度国家計画委員会へ要請中請している経緯がある｡

帆'[己I37rl･J-ヲ己-(iJ.'jJ肘ま､中国政府の要請を受けて､以上の開発計画と併せて黄河三角洲関

連｣也城の.Ll'1II･恥IJ及び演州地区人民政rl''T･計画委員会が中心となって企画している行政単

位別il:-fi.菜及び,-,I.1iL]寸開発計画をレヒ中ユーし､策河三角洲地域全体としての｢農業総合開発

去!主本計i!]_l[L(マスタープラン.) ｣を策定し｢国家重点商品化食糧生産基地建設計画｣の

推j旺に･ti':fすると共に､開発典型区を選定しモデル開発事業の｢実施計画(■フィーシ○とやT)チ

ィー･スタテサィ一別在)｣を行うものであるL‥.調査実施期間中には､合作作業を通じ中国側

カウンターハ○-ツに対する技術移転を行う.二,

(2)調_1rt対象地城

i!lrf河三/(j洲l'':.iL業総合開発基本計画調恕(マスター7oラン)は､黄河三角洲の内､主として

水i･]);iをp;r=‖Tに求める地域､行政的には煎J首TF]'､溜博市並びに演州地区の所轄に入る地

域8,900Km2を対象とする`｡また､実施計画調査(71-シ○ヒ○リティー･スタテ○ィ-調査.)は､

以上のマスト7oラン調査の結果に基づき選定する典型区を対象とする50,000 ha内外であ

る.‥.

(3) 技術l'I,Jf)力の内容
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非河三/(j汁トl地域の行政単位である東営市,溜博市並びに溝川地区が夫々個別に企画

している,I:.1i.菜及び農村開発計画並びに国家重点商品化食糧生産基地建設計画に係る開

発･f.I(i･.想を捌こに置き､黄河三角洲地域全休としての｢農業総合開発基本計画(マスター7o

汁) ｣を策定し､この基本計画に基づき開発典型区を選定の上｢モデル開発事業実施

計画(.7トシ.1ヒやt)テL-･スタi.イー調査.)を実施する｡,また､これら調査の期間中､中国側

ヵウンターハ｡-ツ3名を日本に招哨し､.頓似開発事業並びに事業施設の運営管理について実

地に研修を行い技術移転の効果を高める.=.

利耶己調査は､二段階に分かれ､夫々中国に於ける現地調査及びE]本に於ける国内

解析作業の工程で実施する.調査作業の工程は､添付資料-1 ｢開発計画策定の作業

フロー｣及び剤斗-2 ｢調査作業フロー｣に示す通りである｡

1) ,A)Ji一-I)こ調査

節一次現地調奔

山-d{省政府が満想している黄河三角洲農業総合開発計画のレヒ○ユーと併せ既存の

馴斗収蝦･整郡及び現地補足調査を行い､黄河三角洲地域の現況把握と対象地域の

,.i-I.i.菜･,I:!i.相関発に係る開発構想苑びに地域農業総合開発基本計画(マスター7.ラン)莱

定の北本方針(開発ホ○テンシヤルの評1[lnと開発の基本的枠組み)を概定する(･また､

地域,ll.･i.1=Xi:総合開発基本計画に係る初期環境調査を実施する.第一次現地調査の主

たる項l三l及び内容は以下の通りである.‥.

① 地域堤業開発の現況及び顕在する諸問題点の把握

a.自然環境調査:

地.似気象､水文､地下水､地質,土質､土壌､自然動植物､大気汚染等を含む自

然環称if?.びに開発に係る自然射-I-L･･及び農業開発に係る阻害要因を含む問題点の把胤

b.一眼社会･経済現況:

社会･綻満インフラ施設整l脂を含む土地利札人lコ､社会構造､地域経臥環境保全対

乱地域開発計画及び開発部業実施状況等及び阻害要因を含む問題点のの把握

c. ):li･菜l朋邑現況:

農業土地利札耕種並びに作付け体系,施設園芸と生産技術､農業機械化､農業生

)i.[･.i鵜懸整臥排種栽培技術と技術普及体臥農業生産支援制度､農業組織､農家経

済及び地域農業経済､農産物の市場流通施設及び流通体制等､農業開発現況及び阻

害*.囚を含む問題点の把握

d.林it;(:-:I;lr.,J発現況:

林削二地利用､桑園分布と養蚕､養蚕技術体系及び技術普及､養蚕支援制度､繭の

Tll･]13L･t)鮎臥養蚕農家経乱林確及び林産物の市場､林業経済等､林業開発現況及び

l･:rL(.=l:･R-1同を含む問題点の把持

e. i;'7'[,I(:A:l朋己現況:

:=i:.1A'-諸種と飼養状況､畜産物及び市場形乱畜産施設､家畜飼養施設､畜産支援制

瓜家畜飼養技術及び技術普及体制､生産組織､畜産農家経済等､畜産開発/振興

の現況及び阻害安田を含む関越,I:!-.の把握
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f.淡水養殖:

淡水養殖の主要魚種､生産施設整備､年間魚種生産量,市場流通施設と流通体制､

蕃姉4~支術及び技術普及体制､水産支授制度､生産組合､水産養殖農家の経済等､水

畦養殖の開発/振興の現況及び阻害要因を含む問題点の把握

g.農業生産基盤施設整備現況:
水rI源及び水利施設整備､瀧概開発､排水改良､農道整備､収穫後処理施設､各種

'T,-:'i菜生産基盤施設の運営･維持管理体制等､施設現況及び阻害要因を含む問題点の
把掘

ll.農綻~加工施設整備現況:

各種農･林･畜･水産加工施設､各種加工技術及び技術普及体制､加工施設運営･

維持管理体制(経営形態)
､加工業の経済と財政環境等､現況及び顕在する諸問題

の把握

(参l)iJ発ホ○テンシヤルの分析評I(lli

以_l二の現況調査を基礎に耽存する堤業総合開発に対応する開発ポテンシャルを分析評価し､

り;.J獅柳井と開発計画の枠組みの構想北びに陶発規模の策定に資する.‥lまた､財政及び諸

i'TiuliLヒのII,り題については､改善/強化対策を検討し､将来の事業運営.維持管理体-;I,'･rJの

確立に･;rfする.‥.

③ -T･JJ!!:]J環境評価と開発に係る環境保全対策の提言

上記8項目の現況調査及び環境初糊評価調査の結果を踏まえ､農業総合開発計画に係

る巨燃及び社会経済環境-の影響を明確にし､併せて自然環境保全対策の策定に対す

る提言を行う.二,

① 地Ii･hfl:ri･業総合開発基本計画(マスト7oラン■)策定の基本方針(開発ホ○テンシヤルの評価と開発

の張本｢朋牛組み)を概完

以上の(日)項､(月)項及び㈹項の調杏･検討結果に基づき､黄河三角洲地域全体の

Ir]･'i某紙合開発基本計画(マスター7oラン)策定の基本方針(開発,1fテンシヤルの評価と開発の基

本l'l'J枠組み1)を概完する.=r

第一次ri5'.Lr),]作業

机一次硯地調査の結果舵びに収集資料の細部解析検討結果を踏まえ､環境保全

対IhtiL･を含む非河三角洲農業総合開発2占本計画を策定する.=,併せて､基本計画の中

からl]:iもjJ･i･業効果が高く､かつ､モデル性の高い地区を選定し､この典型区につ

いてのI);:･)与邑実施計画調査の基本方針と概略的開発の枠組みについて検討を行う.二.

2)節二})く調査

節二;)く現地調査

節--･;)こii]..Jなで策完する黄河三角洲Ir,'L'i･菜総合開発基本計画の開発方針並びに典型
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区について行う開発実施計画調査の基本方針と概略的開発の枠組み検討の結果を

踏まえ､選定した典型区候補地の農業総合開発実施計画の策定(7イ-シやとやT)ティー･ス

タディー調酎 を行う.現地調査では､ I,JI.L型区を対象にテ.-クーの収集補完と詳細現地

調査を行い､各開発項目の開発目標､具体的実施戦略並びに以下の計画について

開発部菜を概左する.‥,

a.二｣二地利悶計画

b.水ill;,:l耶己及び水利施設整備計画

c. 1･)I:水改良､農道整備等を含むFr:Ti･業生産基盤整備計画

d. Fri!i叢生産計画

e.収穫後処理施設整備及び農産一次加工計画

f.系畦振卿計画及び畜産一次加工計画

g.淡水養殖振興計画及び魚種収穫後処理施設計画

h.盤劃厄難を含む林業開発

i.捌寸近代化計画

j. ,.li'i･牧･林業･水産技術普及及び豊美支援諸制度の改善強化計画

k.てIT･j_,'(.･;組合等､農業組織強化計画

1.環お帥主仝対策

範二次回｢勺作業

第一次調査及び第二次現地調査結果を踏まえ､以上a.- 1.の12項目に亘る事業計画を基

本としたIyt1.T可三角洲典型区農業総合l那己実施計画を策定するo

(4) rl-一別uかルトハ○-ツに対する技術移転

l三l本政JiJ'･のほ脚韻力の一環として実施している技術研修計画の内､以下の項目数科

についてカウントハ○-ツに対する技術相rL修を希望する,‥,

① 搬汀!u1.=三水技術

② 離汀!u･.=三水施設管理技術

③ 末端脚劫整備技術

名
名
名

-

■■l一

■■l一

カウントハ○-ツ研修の主要内容は次の通りである.=,

a. if[.ft:iiIを水源とする地表水及び地域に賦存する利用可能地下水の合理的利用と節水直概

システムのl耶己･利用技術､特に｢粥河の不安定な流出環境に対する合理的利水管理｣を

C.

テーマとした技術研修

i･((･11iIの5･.1;.7;i･に高い浮遊砂に起因した椎砂処理対策の内､特に藩概水路網に堆積する堆

砂の処牡及び有効利別支術

T.-I:･jiTi･土壌に起因した排種の7ル州寄書対策個場に於ける濯概･排水管理､瀧捌く路

l勺の抑砂を利岡した客土,横根化による深排､有機質の施用等)及び耐7ル州生緋種の

過il:_な選定と合理的輪作体系の確立に係わる技術

.l,･JL3L･締晒の運用の中で多様化する'.f!i･業生産管理技術の一環として持続的な地力碓持を
捌u5'･:した営農体系の確立に係わる技術
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e.淡水養殖の技術普及体制と経営体系の確立に係わる技術
f. F,'･!i･･箭副産物の一次加工(付加[iTn値生産)と市場流通のための基本的施設整備技術

g.封本水管理システム化に係る技術

(5)調査の実施1,!･'n間

詞蘇実施の別間は､ 1995年かう1996咋に亘って行う.調査の実施工程は以下の通り
である.‥,

調査の実施期間

･fl.:-皮 1995年度

月 4567891Olll2123456789101112123

-1...-:hrh.?S?A亭貰,g榊(基芸@*'=現㌣
第二次調査(典型区実施計画)-/

- :現地作業 ⊂:::コ:国内作業

(6)調･-![il刊のff'l].･)'Eと作業期間りし/月)

調査団の帖成と予完作業期間(人/月数二)は以下の通りである｡,

1995年度 1996年度 合計(人/月数)

調む田の偶成 現地 国内 現地 国内 現地 国内

総括/ 'F,.･'i･業諸制度･組織
'i<'(毅･水文

地1T:7'･地下水

=J･.域･二卜地利FI]
叔L;'[,'./i,'!L･業憐械
瀧概/排水

7.'T'産/i:li.産Iu[1工
水I:lT:

1',-!i.f･)'計両

施設設計

l'J'.Li･業拒消･事業評価
耶城;il;･frlli

合 計

0

nU

0

nU

nU

∩

0

0

0

0

nU

nU

0

0

nU

O

5
0

0

5

5

5

5

nu

O

5

つ】

-･･一1

-

つム

つん

-

1

-

-

2

-
oO

∩)

∩
)
n
U

nU

0

0

nU

0

0

0

C

nu

nU

nU

n
)
n
U

nU

0

nU

nU

0

nU

nU

nU

0

nU

つ
ノ
ー
J

3

つん

つJ

つJ

つJ

つん

つ】

2
つJ

2

-3

3.50

2.()0

1.00

1.50

3.00

3.50

2.50

1.50

2.00

3.00

3.50

1.50

28.50

0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

0
n
U

O

5

nU

0

0

0

0

0

O

5
n
U

-･l

つム

l

l

つ】

つん

2

ー

ー

2

つん

ー

9

6.50 3.00

5.00 3.00

4.00 2.00

3.50 3.0()

6.00 4.00

5.50 3.5()

5.50 3.5()

3.50 2.50

4.00 2.50

5,00 3.5()

6.50 4.00

3.50 2.50

59.50 37.5()
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蔓資料-1 開発基本計画(M/P)及び典型区開発計画(F/S)策定の作業フロ~

黄河三角洲 の開発現況把撞

自然状況 土地利用 最業用 営農･栽培
水利施設他

農業基盤

開発にお ける留意点及び開発阻害要因の把握

水資源､土地資源量の概略把握

貴河三角洲地域の農･林･水

･畜産開発基本方針の策定

組級･陣容･経営面等の
基本方針の策定

戦略作物･林産･畜産 水産物の選定と生産目標量の概定

計画基本詫言の設定

計画生産体系の設定
肥料･飼料･農薬投入量

単位要水量

計画単位収量 等

土地･水資源等環境条件からみた
生産ポテンシャルの把握

生産目標量の設定(短･中 長期)と開発規

模と開発優先順位(時系列とセクター間)

土
栽
富
永
林
荘
水
農

地 利

産 開

産 開

産 開

耽･排

刺

農産品加

用
増
発
発
発
水
用
材
エ

農業横核化

施設概略設計

環境 保 全

. 農業経営
t

: 水管理計画

一÷一施設維持管理計画一

農業技術普及計画

胃----‥--凹---‥-
. 事 業 評 価
1

:
事業実施計画
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資料- 2

< 協 議 >

暫博革帯準儒

帯望舞椎葉褒

第≡携訴査葉芽

調査作業のフローチャート

< 調 査 業 務 > < 報 告 書 >

次頁の開発計画既定t=抜く
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< 協 議 >

中El政府との協議

JICAとの協議

第=次帝重賞務

< 調 査 業 務 >

黄河三角珊典型区農業縫合開発計画の概定

現地報告さ(2)の作成

黄河三角洲典型区農業開発計画の策定

土地利用計寧
載培計画
農業経営計画

畜産開発計画

荘蔽･排水計画

水利用管理計画

農村計画･

農産品加工封･画

農業桂根化計画

水産開発計画

施設概略設計

施設維持管理計画

農薬技術普及計画

環境保全計画

事業実施計画

事業井輯井及U(便益耳走

事業評価

環境評価

最終報告書(集)の作成

中国政府との協議

JZCÅとの協洗

最終報告書(莱)の現地配明

最終報告書の作成

技術移転実施報告昏の作成
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山東省卸町三角甘相性型区農業総合開発計画調査

資料-3調査団の構成と調査業務の作業期間調査人月表

担当
一節1次調査-ll一節2次調査-

人/月

1995年皮 1996年皮 t995年皮 l996年皮 ETP r

4 5 6 7 8 9 10 【□12 I 2 3 4 5 6 7 8 9 10 EE l2 1 2 3 現地 国内 現地 国内 現地 国内

絵描/農業詣度.

組綴 田 3.00 2.00 3.50 I.00 6.50 3.00

気象.水文
l
l

3.咲) I,00 2.00 2.00 5.00 3.00

地質.地下水 3.001.001.(氾l.004.002.00

土塊.土地利用 ⊂] g
3.00 2.00 3.00 2.00 6.00 4.00

栽培/農業桟械 2.(X) 1.50 1.50 1.50 3.50 3.00

鵜耽.排水 ⊂] 3.(氾 2.00 3.50 2.(X) 6.50 4.00

畜産/農産)工
J,,I)u

3.00 l.50 2.50 2.00 5.50 3.50

水産 2.00 1.50 1.50 1.00 3.50 2.50

Jr{相計画
2.00 1,50 2.00 1.00 4.00 2.50

施設計画 2.00 ].50 3.00 2.00 5.00 3.50

農業経済/部業評価 [コ
3.00 2.00 3.50 2.00 6.50 4.00g

l

環境評価 2.(X) 1.00 I.50 1.50 3.50 2.50

着級 現報(田

--I

l▲
中級(1)

▲l
現報(2)最報(莱)最

_報

合計 ■

∪

第一年=

E]

l■■
第二年次

3l.00 Ⅰ8.50 2S.50 I9.00 59.50 37.50

49.50 47.50 97.00

凡例: T夙l馴乍業 者報:着手報告書 現報(1):現地報告書(1)中報(1):中間報告昏(1) 現報(2):現地報告昏(2)

最報(莱) :最終報告書(莱) 最報:最終報告啓



資料- 4 黄河三角洲典型区農業総合開発計画

現地調査に係る日中合作作業の業務分担.

作業項目 日本側分担業務 中国側分担業務

地形図

及び

地形図1/50,000

地形図1/25,000

地形図1/10,000

既存地形図の提供

計画施設用地等の地 測量作業の必要個所の選定(測量 測量作業の実施

日本側の測量必要個所の略測及び

測量検測に対する労務要点提供

測量 形測量､水路路線測 範囲,縮尺,精度等については中
量等 国側と協議し決定)

測量必要個所の略測及び測量検測

中国側に協力し測量成果品の作成

と検査

地質､- 地_F､土質及び土 既存資料のレヒ●ユ｢と対象地域の踏査 地質､土質及び土壌調査の実施

土質
及び

土壌

壊調査
調査の必要な範囲の選定(調査範

囲,縮尺,精度等については中国
側と協謙し決定)

也

下

水

地下水及び水質調査 既存資料のレヒ●1-と資料解析 地下水観測井の設置

地下水補足調査の必要範囲,調査 地下水観測及び水質分析作業の英

内容等の決定(本件は中国側と協

諌の上決定する)

地下水雛測計画及び観測作業仕様

書の作成

紘

環

境

環境影響及び環境保 環境調査仕様書の作成 環境調査の実施
全対策調査

中国側環境調査に対する協力

調査結果の解析.評価

調査結果の解析.評価

その他 社会現況､農業現況, 各項目について現地調査の実施 既存資料.情報の提供

調査
畜産現況,養殖水産

現況林産現況生
収集資料.情報の集計解析評価と取 現地調査-の協力

ヽヽ

産基盤整備現況,水

利施設整備現況､-

般経済及び農家経済
等詞査

り纏め作業の実施
資料解析作業径の協力
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第五章 総合所 見

5.1 技術的可能性

山LA三省i-l'i'一河三.[-(Jil州地域は､中国でも有数の大規模藩概開発を中心に農業及び農村開発

が進められて火ており､特に平原水唾による黄河の洪水利用とこれに関連する施設整備

の枝11l;in(Jな鳩鯨には確たるものがある.=.今後､この地域に於ける農村地域開発は､大き

な制約となっている黄河の堆砂に起因し著しく機能低下している水利施設の改修/改善

と更に折:).Li収水工と水軽の増設を進め合!!r!.的な水利環境を整え､利水の効率化を図り､

而して比閉フ己の･:ヒ産機能を更に向上させることを目的としている｡.

山瀬省が隅想している｢黄河三角洲1'i･!iL業総合開発計画｣の実施については､基礎とな

る自然環境､ir;_びに社会経済活動基盤が比較的整っており､最近の技術をもって施設整備

を行えばL!U効的に開発の効果が],En待でき,持続的地域社会経済の発展を支持できるもの

と評仙できる.=.

計耐i)(･菜の実施については､ ｢黄河のIFi!･.常に高い浮遊砂量｣と｢石灰質土壌のもつア

)i,カリ｣のIJ'!j:9'A(rl=.を除き特段危供する問題はない,,生態系を含む環境対策については､

既存のF;E--lプ己の[lp'で生産活動と自然動植物の棲息条件が既に均衡している好結果が認めら

れるので､ /1-後の開発に於ても実質的な弊害は発生しない｡,唯一､特別の配慮を必要と

する耶Ii'iとしては､施設規模が大きい故に改修工事に時間を要するため､一部､緋作に

工!J[･の'r;T3繋が及ぶ心配が残される点にある.=,この点は､工事計画を策定する上で十分保

l茸対策を:着艦する必要がある`二､

5.2 ネ士会経済的可能性

前述の辿り､苅河三角洲には､既に開発された生産基盤があり､技術的な革新を進め

itlぎむに!:i_}'r=-:上耶虫が期待できる余地を相当に残している.‥.従って､制約要因となってい

る水･ti'l'-f源の合f!r!.l'1川｣水環境が整えば､これらの開発並びに改善が容易となり､大きな稗

益人r7に対し試い効益が期待できる.=､また､この他城の更なる発展は､広く山東省の社

会緯晴の発展を強く支持できるものと確イ言される,=.

5.3 現地政府､地元住民の対応等

lr｣如省人代政IfJ-A_経びに東宮市､溜博市並びに捌､卜l地区政府をはじめ関係諸機関は､本

計軸を施行rl-･の什会綻消閑発長期計画のrlLIで重要かつ緊急性の高い案件として扱い､非

常に熱心に_･J[･業化のための基碇的槻.;･11JJ､調禿等を進めている.二J地域性民の本間先に対す

る川f'i'J-:も非J.;;=こ大きく､計画事業の1r(=:進に枯極的である.=,
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添 付 資 料

1. ADCAミッションの調査実施行程

1.1調査員の構成

石坂 仁兵

住友 俊夫

篠田日出梅

本間 進

三部 信雄

金 景

太陽コンサルタンツ株式会社 海外事業本部顧問

太陽コンサルタンツ株式会社 海外事業本部企画官業部長

(秩)チェリーコンサルタント 海外部長

日本工営株式会社 コンサルタント第三事業部専門技術部長

北海道開発コンサルタント株式会社 海外事業部主任技師

日本工営株式会社 嘱託

1.2 調 査 行 程

行 程 表

日 年月日曜日 出発地 到着地 宿泊地 行程

1

2

1995年

2月23日木

24日金

東京

北京

済南

東宮

高音県

北京

滞在

北京

′′

住友､移動(東京-北京)

石坂､吉林省調査より合流

日本大使館､水利部訪問

3

4

5

6

25日土

26日日

27日.月

28日火

済南

東宮

高青県

済南

済南

東宮

高音県

済南

石坂.住友済南-移動､

本間.三部.金､河北省調査から合流

山東省計画委員会と打合せ

東宮市-移動.市政府関係者と打合せ

墾利県管内現地調査

東宮市関係者と協議､資料収集

石坂.住友､高音県へ移動

絹博市.高青県政府関係者と打合せ

本間.三部.金､済南-移動

篠田､東京-北京移動.日本大使館訪

問

石坂.住友､大声湖地域現地調査､溜

博市､高青県関係者と協議､資料収集

済南へ移動



日 年月日曜日 出発地 到着地 宿泊地 行程

7

8

3月1日水

2日木

済南

北京

北京

滞在

北京

′′

本間.三部.金､水利庁と打合せ

篠田､北京で対外経済貿易部訪問

省計画委員会.関係機関合同打合せ､

資料収集

北京ヘ移動

篠田､合流

水利部､国家科学技術委員会へ報告

9

10

3日金

4日土

′′

東京

′′

日本大使館へ報告

JⅠCA中国事務所訪問

移動帰国



2. ADCAミッションが面会した関係機関/関係者リスト

佐藤勝彦

新保昭治

藤田辰巳

平田四郎

日高修吾

山下宏基

大原正裕

柏

凌

適

芳

柱

杢

康

祥

華

朝

華

昌

唆

彬

進

庭

力

生

冬

家
･
桂
寓

健

作

玉
積
振

栄

承

躍

耀

協

天

真

章
馬

郡
季
題

王
花
王
楊
宋
王

張

李
徐
李
王
李

吉

汝

福

為

存

李

張

鑓

向

股

祥

聴

在中国日本国大使館 一等書記官

国際協力事業団 中華人民共和国事務所 所長

国際協力事業団 中華人民共和国事務所 副所長

中国産舶E水技術訓練センターリーダー(プロ技協)

中国産耽排水技術訓練センター 専門家

中国産概排水技術訓練センター 専門琴

中国塵耽排水技術訓練センター調整員

国家科学技術委員会 匡l際合作司 日本処 副処長

水利部 外事司 料技合作処 処長

水利部 農水司 助理調研且

山東省人民政府 副省長(農業担当)

山東省計画委員会 副主庄

山東省計画委員会 副主任

山東省計画委員会 外資処 副処長

山某省計画委員会 農村処 副処長

山乗省計画委員会 外資処 科長

山東省計画委員会 外資処 別科長

山東省対外経済貿易委員会 対外経貿連絡処 副処長

山東省対外経済貿易委員会 科員

山東省科学技術委員会 外事処 項目経理

山東省科学技術委員会 外事処 項目官員

山東省水利庁対外経妨公室 料長

山東省水利庁対外経妨公室 顧問

山東省工程苔詑院 総合信患部 副主任

J｣東省工程苔拘院 総合信息部 科長

東宮市人民政府 副市長

東宮市計画委員会 副主任

望利県政府 福県長

東宮市科学技術委員会 副主任

東宮市水利局 福局長



儒

秋

涛

玲

華

束

輪

彩

文

宏

延

敏

其

豊

廉
雲

学

逮

陳

周

徐

薄

孫
楊
劉

部

増

永

柱

周

琴

遠

愉

軍

学

田

常

順

守

延
永

玉

風

躍

建
光
瑞
瑞

思

張

李
竜
王
訣

程
付
轟
首

訣
呂

王

東宮市人民政府 福秘書長

東宮市対外経済貿易委員会 科長

東宮市対外経済貿易委員会 科長

東宮市計画委員会 科長

東宮市計画委員会 農業計画科 料長

束嘗市計画委員会 科長

墾利県計画委貞会 副主任

東宮市計画委員会 副科長

東宮市外事妨 科長

溜博市人民政府 副市長

溜博市計画委員会 副主任

浦博市計画委員会 外経科 料長

浦博市計画委員会 農経科 料長

浦博市外事妨 副科長(翻訳)

高青県人民政府 県長

高音県人民政府 副県長

高音県人民政府 妨公室 主任

高音県計画委員会 主任

高音県計画委員会 副主任

高音県農業委員会 主任

高音県科学技術委員会 主任



3.計画事業の技術協力要請書案

中華人民共和国

国家計画委員会

山東省人民政府

省 計 画 委 員 会

山東省

黄河三角洲典型区農業総合開発計画

開発調査技術協力要請書

1995年4月

中 華 人 民 共 和 国

国家科学技術委員会



調査地区位置図

山東省図
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株式1-1

1995年度技術協力要請案件概要

農業･農村開発調査

同 名: r=l1了I'(:･^尺八利国
¶-e People■s Republic of China

案件宅:黄河三ffけ卜l典型区農業捻合開発計画

fiuang He Delta Model Areas Integrated Agricultural

Deve】 opment Prqject

対射l.Iir4:I/i.: Il収那'f河三角洲(.Huang-He Delta, Sllandong Province)
行政j-iJi位:東宮市墾利県(Ken)i County, Dongying City,)及び溜博市

高音県(Gaoqing County, Zibo City)及び演州地区興博県(xingbo County,

Binzhou Distl･ict)

相手国担当機関:国家計画委月会

山東省計画委員会

(なお, LI｣東省人民政m･は､省計両委員会を事務局として｢黄河三角洲農業給合開発筒導

小糾(｢那さ運営委員会)を設立し本計画の実施道営を管理する構想である)

1. j3'･菜の†㌢i;:.A

掛削り光政範の.)]主本に立つ｢同氏経済と社会発展10カ,'rl計画(1991-2000) ｣の開発理念は,農業分野の

開発に僚光順[;I二をl'fT:き,氏程の増産と安'J;E供給を罷恥謀刑場としてる｡食糧生産は､ 2000年までに5億tonの達

成を目標とし,
.I.1[..f･T!:改良､施肥法の改善,栽培管JTJ!.の合lll!.化等の農業科学技術革新の継続努力､低･中位生産

It:)I:他の改港に[ullえ,'','!i業水利施設の拡充強化等, 'JT:.)Tr:兆髄整11l-h;事業の推進を構想している｡特に,港此間発に

ついては､ ,乏i"n'lifi'i･7:i:199()1Fの約4,81()万ha (7.22fri･':臥)から2000年を目標年に置き､ 5,440万ha (8.16億畝)

まで増やすflYJ'･.愁である.｢'T!･莱開発を長期的帝即行として机織的に実施するため､政府は1978年2月に採択した
｢国民鎌所与細目(けfl:'･-i;I.11･両要綱｣の中で構想した全国12ケ所の大規模商品化食糧生産基地建設計画を修正し､

1988年, LLl~如新井河三角洲､黒龍江省三江平原､遼寧省近河三角洲,駅西省関中濃区等10地域を指定し､重点

商品化良柁!1:.1TT'=-:姑地相設計画を策定した.｡

計画11i'･-VJi:である｢川~.J!省卸可三角洲典型区農業総針耶己計画｣は､以上の｢国家重点商品化食糧生産基地建設
計画｣の--･,)I:!1.を!u.い､国家良程政策と国家社会掛右党展を実現するモデル開発事業として構想されたものであ

･る._､

2.すi業概要

熊河三1岬Ii,'.Li-業宗鼓釧目先計画は,黄河三角洲の内,主として水源を黄河に求める地域を対象に農業生産基盤

整備j(;_びに;i;1'i.梁′liJl:l':I:FIVE.道の改善を構想したものであるL‥.主たる事業項目は以下の通りである.

L)3LLf河からの1r(水施,i_!k割iiiL､平原水嘩(ダム)の新設及び既存ダムの貯水能力と給･配水機能の改善

2)瀧概･排水路網の柴I順及び開水管理供能の改善

3)アMr]]1-.1光村範を:-JTむ末端圃場基盤整備を中心に農業生産基盤の改善と可耕地の開墾による営農基盤の拡充

4)J地域r勺幹線j凸踊､ ]u'11言網,農村給水施設等､農村近代化のための基本インフラ施設整備

5)施設間芸を含む排帥の多様化と畜産及び養破水産の振興による農業生産構造の改善
6) -次]url工を■l)JL､とした畏産物の付加価値生産と堤付部の雇用機会の拡充

計画部業の対毅地域は､行政的に東宮市,矧-i.Li.T7j.高音IEl<及U:7賀川地区博興県の所轄に入る地域8,90() Km2の内､

煎営ili邪利l!;L及びiJ.'1.1=･､B.-･:1rf高音県地域から選T1するこ外,!_T.i)也rg.約5Om()()0ha内外を対象とする｡なお､典型区の選

定は, ill.iL河三1州11‡休のマスト7oラン調査の結果に).!主づき行う予定である.,

3.前菜安川牝_^i'L4!ニー｣{)E

4.特記叫ITi
本計T([_liiJILly]i:は,J993咋に｢三郎可三fT]洲農業総釧rl発計nT)-i｣として東宮市行政区域を対象に策定され日本政
府の節l!_L]次ITJl..-,=放射†L.･として要請されたが､1.'r･款案11'･としは計画内答が不備として採択に至らなかった,I.山

朝省では､その後‥,11画検討を更に進め東宮市邪利県地区及U1[,','I断行高音県地区について可行性検討を行い

1994咋1 1 )]にTTi･1庄l_i;A:l家計両委員会へ要請申請している新緑t･:75‡ある｡.

5. 7oロシ○ユタ川:Z成.=i)'iiJ_lli

iiI)-_･外'-:;'L:I)Li:l;i.)沌コンサルタ川-,:i会(ADCA)が1995J'F-2):]251ト3月4日に亘り太陽コンサルタい(柿)及び日本工営(柿)をフ

ォロー7げ.ミッションとして派)'il･し計画のげユーを行った(ADCA7oロシ●ェクトファイげイン1'調査報告書参照)
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技術協力要請書

山東省

黄河三角洲典型区農業総合開発計画

目 次

計画対象地域位置図

要請案件概要書

Ⅰ.計画事業の内容

1.計画の背景

)

)

)

)
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一

つ一

つJ
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(

ー

ー
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6.計画事業担当政府指導穫関及び事業実施権関

(1)事業実施機関の概要

1)実施機関の組織機構-1-････--･･-････--A-･･---･･-･-････-1･-･･-1･-･･-･････-･--･･･-･･･････････-I-

2)実施機関の権能と業務内容

3)実施樵関の陣容

4)実施機関の財務内容(収入と歳出)
･･････--･-

(2)政府指導機関

7.事業実施準備の状況

(1)計画事業対象地域

1)計画事業対象埠域と開発対象面積1-･･･-･･-･--･-･-･--･････--･･････-･･････-･･･-･･---･･--･
2)土地の収容等準備･-----I-･-
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(2)実施機関が抱える問題点

(3)改善計画

9.計画事業の運営と維持管理体制･------

(1)要員計画

(2)計画事業運営の予算措置状況と将来計画

(3)事業運営に係わる要員の技術的能力

10.関連計画事業の有無(一覧表の添付必要)

ll.技術協力
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10)主要帖,[_lJ.)､項目と輸出入代価1-

ll)輪=入主要国･-･･------･･--

12)人口と人口伸び率-----=--

13) il;･J!J)J'':LIF7(男女別)
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15) l宝1;;(施設状況･･･-･-I-----･･-

3. f-ll･良)U=｣:会維描F)F･]党計画のiJl&安-･三

(1)計画の巾でl正も重要な項目

(2)計画の捌こ的な目的伯標)
･･････--･･-

(3) EII'J'.)( L]l･!Ti[-f')■の達成手段(基本的卿行■)

4.計'[tl伯三施の!lJJltr.Jと完成予定･･･---
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要請国政府:

The A 1ication Form fわr Ja an■s Grant Aid

技術協力要請書

7●ロシ●ェヶト名:

中華人民共和国

担当行政肘:

匡l家計i!l!JL安ii会

匡J家科J:j･':柁術委員会

黄河三角洲典型区農業総合開発計画

手支術協力の内容:

iil:.!記r朋巨富｢画実施に係わる基本計画(マスタイラン)

節完並びに選定典型区の実施計画策完(フィーゾヒoT)

テI- ･スタテ●ィー調査)に対する技術協力

-ll)i:;XS実施慌問:

llJ東省黄河三角洲農業結合開発領導小組
仙東省計画委員会を事務局とする省各庁の
参加する黄河三角洲開発事業連営委員会)

l. 計画事業の内容

1.計画の背景

(1)農業部門の現状

中岡の,I:Li--A:は‥桝こ食糧生産のみならず､対外国貿易産品と軽工業用原料の生産の面でも大きく

Iji･.1家泉州を支J,I)'･･しているt=.他方､眠存する,)川[uJ､口の40%以上(1993年現在)に雇用機会を与え

tl1.会的にもTr･:.炎な確菜として位Il'.[T:1寸けらitている.ンしかしながら､中国の農業は､広大な国土の

･いに3;I.J9,51OJjl-a (仝rfL_-I二の約10%)の)JI'L.LuLをイLM=･-)`するが､国営農場をr,','J;く郷･掛也区では実質

['J(Jなi].Li._1LJ.人=-一人当りの平均桝作耐iTi･カゞ0.Ihaと極めて零,ilrlである.=,また､排地の60%以上がま

だ生i;:[T.･':-L!壬髄111;:!rll'ij･が整わないためii･3.位両手;i･当りの/Ji娃性が低く､かつ,気象災害に脆弱な問題を抱

えているのが実情であるL-.

-1咽の氏tl':.:j'･:it,J･･_iきEは､1949iF態同当nl--j=の1.13位tonから伸び悩んでいたが1980年代の経済改革以

l,I.'f.には(I:.I)'I･.A.:).!主髄捌f';J'･の指黄並びに,'l;-i･菜ほ術の普及等が効を奏し､第七次五カ年計画最終年次の

1990I卜にはLL l･.lT(JrL-,i.1',･,-の4.46f,i;A.tonを記録するに至った.I.この期間､人lコが11.43億人僧国当時の

約2†.･'･.1･･,lli;.)にJ,;･'.･JJuしているが､尖;,了氏1'_:.T{.,I:_1}.(::の[(lIびが人口増加を上回り､国民一人当たり年間食

･1'j'.:J.･イJ･i.:.:Ci21Okgから390kgへと大rI･.rp.7,なJ.;･'.I)Juとなった.二.他方､緋地面積は､ 1ら57年の約1･33掛-a

(20T...:.'･Jh'11)をピークに以脚ま111)-.A-Il::.I.L相成し,1991 1l-L'･)三には､約47万haの新規開墾が進めら)tた半面､

l･:I::.Lの-!,l.[1こインフラ.ill;-I_f(1I-iJ'･fJl'･業円(15%)､ 1;/こ地相輿(26.5%)
､または牧畜用地転換(ll.5%)等あっ

て全休で約501j haが減少､結果として9,565万haと縮小し､矧司当時の10,930万ha (16.4億畝)

を柵-ドIE:]Lるに去っている.｡19931'1-:末f)i-/Eの馴I.･｣th9,510万haめ内､畑地(樹園地を含む)及び水

口三lの.i,･1l･lr'lifL'i･は､夫々7,007万ha(全[1･･'の73?(･)と2,503万ha(279r;/)であるrJ畑地の内､濯瀧受

i"!f.[T[ifiri･は､約2,370万ha(畑地所椛の34ウほたは全体糾地の24%)である･-,実質耕作面積につい

ては､ 1.41血1a- l.5掛1a (]Jl-･j:ui7'IJITJ窄l.56)を緋]'-!iしている.-.,

i'J'iilllt(A'･)
- I



(2)農業部門の抱える問題

小国では､ l.1l_;..旧に削巳制限を課しIH,iしく人口調整を行っていが人口増加は､なお､平均年率

1.2%l)l外で抑移し､ 19951F2月16Elには12位人に通しているc.全人口の70%以上は農村部に居住

している.-.これら農相人口の生計を十'J)に侃l･''17tし､かつ､中国経済の持続的発展を推進するため

には､今後､氾に堤業開発と農業生産悲盤整備を徹底して農業生産の増強と生産安定を図ること

が不可欠である.二.しかしながら､排地拡大に対応できる開墾可能な土地資源が既に僅かに残され

ているのみであり､既存の緋地についても60%以上が｢港概用水の不足｣ , ｢排水不良｣ ､ ｢肥

沃炊がrLtい｣ ､ ｢弘アルが)､塩額躯積､浅表土層等各種低位生産土壌｣等の生産阻害要田を抱えて

いる.:,

rI･･l劃政1[J'･Cよ､現在抑進中の国家社会掛那粥己計画に於て農業部門の開発/改善に重点をおき,坐

17T.･'･.I-L与倍.!i.15r)[';J.･と.l,I.'i.菜生産技術の革新を進め､艮If.1'JJ的展望の中で農業並びに農村社会経済の構造改善

をl宝lるべく労)Jしている.=.

(3)計画事業に関連する農業部門の主要な改善対策事項と開発のニーズ

妙J)こ､･l個.']-.-i.菜が抱える生産阻害要因の中で瀧概用水をはじめ農村生活用水､農村工業用水等の

水i^Ifil);.:不)1が､特に,中国中央並びに西部の乾燥/半乾燥地域に於て最も重大な問題となってい

るt=.ll)':1r･'･の不安定な降雨環境の中で,
I-3･'i･莱生産は直接的に甚大な干魅被害を被り,また､藩瓶用

水の不J山ま排椛の生産拡充を困維にしている.I.また,排水不良環境の問題は､東北地域農業の最

大の此1.:.'･;=･北越となっている.=.排水不良r.'耶掛ま,直接的に作物の成育を阻害するのみならず毎年の

作付け[((r'7[';･を)I=･i･l守に不安定なものにしている.二.従って,今後,更に農産物生産の増強を長期的に

J･こ柑,'iさせるためには瀧概開発,排水故山を-!!E幹とした生産基盤整備事業の推進が必要不可欠であ

るL‥.また､これら3Ji'.菜と併せ､I.ill-ll:柑;の/Ji括環境整備､即ち､生活雑用水の安定的供給施設,追
路網､辿1.A;.;T･･

;'iE愉施設､電化等基本イン7ラの班設整怖が農民の労働生産性向上を図る背景として重

安,かつ､ ::..経となっている.=.

･l伺政J(I.(･(ま,以上の認識に立って''l;'L･菜部l-リ発展の二大目標に掲げている｢農業生産の持続的増強｣

と｢,･,'.1i.1:J湘析の獅妄･向上｣をより効･Ml(Jに通成する捌各として､新規の地下水開発,ダム(水

F..I.i.)やLrl:水油の隅築等もさることながら比存の瀧概施設の改修と機能改善による蔽既効率の向上

に手1l,L:.'二をl..ll.I:いている.二.また､J'}t'i･産物のイ･J･1JLl(I"ilit･:･!-lii窒(農産加工)は､農村経済の発展/向上と農

相.I,.:I;Cこ於けるIii.=1pT]憶会拡充の手段としてL[i･も劫-MJ'･Jであると考えているr,

(4)農業開発政策の中の計画事業の位置付け

掛那i.)光政前の:)1i本に立つ｢国民掛斉と社会党展10カ年計画(199卜2000) ｣の開発理念は､農

業,/)u_!1,のl)i･jヲ己に使先順位を置き､女将の1･;(.1畦と安定供給を最重点課題としてる,J食糧生産は､

2000111..までに5rilr-A.tonの達成を目標とし､u7.柾改良,施肥法の改善､栽培管理の合理化等の農業科
判支i･rj1-I-I:i,･J(.の継続努力､低･rI,位生ら'i)i)t'.他の改割こ加え､農業水利施設の拡充強化等,生産基盤

･1f,!･r'[lii･',J[･-X;:のIT(;.j蛙をf.'ti想している.二.特に､i･.'i?'1汀!Er朋己については､受益面積を1990年の約4,810万ha

(7.22f...:,A:1玖)から2000年を目標1F:･Cこ;-T;:き,5,4407j'】1a (8.16億臥)まで増やす構想であるr二･農業開

施を上ミ1l..I)(l(Jiii.州として孤捌!Jに尖施するため,政r('1l'･は1978年2月に採択した｢国民経済発展10ケ

1I:I.7-'=.･li!1_liAl･#l.1L]Jの,l.TlfIIJii想した全国12ケfirrの-)J;LLli'i商品化食糧生産基地建設計画を修正し､】988年､

山IJfrTillri･.I..i'[二/岬l､黒龍江省三江平ri;I(､遼寧省遊河三角洲､駅西省関中濃区､長江中･下流域平

Ihr.:ll.1;･;10地域をJ'R'j巨し､i1:[.点商品化氏-l'_･';I.c!L:.稚肘也想設計画を策定した｡･

;ih'1Ji･･J[･･3L;である｢‖佃省前河三1()I.1･J.‖DIFl･!T･!l?-.7,'･'i･~Tt'総合[)u発計画｣は､以上の｢国家重点商品化食糧

-;l'f河(i2'･)-2



生産-)JE地毛郎Tt=i.1一画｣の一翼を担い､国家金程政策と国家社会経済発展を実現する開発事業として

柿想されたものである｡.

(5)計画事業実施に日本政府の支援協力がJEt要な理由

山Iq三省i''fffi･J三1(｣洲地域は,卸町に育まれた肥沃な沖積原にあって歴史的に古くから農業を中心に

r耶旨が進められてきたL,特に,経済同比以後は､潮潮重荷圏と黄海経済圏双方の影響を直接的に

受け､また､ ~白.郁北京に近い経割9好立地射利こ恵まれ,農業生産は､多様化と高度化が著しい

進展を示している.=.しかしながら,濃某社常に見る農家の実情は零細化が進み､また､アル別土壌

のもつ什拘の!l三育障害等､低位生産性問題や干魅等の生産阻害要IEカ言顕在す･るため､依然､貧困

から脱却するまでに至らず工業･商業部門との経済格差は益々増大する状況となっている,,

他方､この他城の農業生産基盤整備は､黄河の洪水を利用した藩政を中心に進められてきたが､

苑河のIll･!l,i;･';Lこ大きな椎砂の問題もあって多くの施設が改修/改善を必要としているc･また､気象

的に.;l川約の大きい鄭可の相対的瀧概判nl量の;L;･順t.]に対し､伝統的な藩政技術から近代的節水滝概

管即への怯扱が急持となっている._-.

EI本には,以上のIT::'i菜生産構造の改串と節水ii'･J.i概管理技術を含め､合理的な農業生産基盤整備技

術のir!.･二･,I:i.･な孝'巨騒が諾捕ほれている.‥.これらの''].!i･業生産基盤整備技術と経験は､高く評価できるも

のであり､ ･1･l~阜I,'l1'i･業の開発に対する効ILltrl'Jな指#･を期待するものである.｡

2.計画事業の目的並びに概要

(1)計画事業の目的

1)短期的目標

本計耐｣様は､ -i'L'fi吋三角洲地域8,900Km2にある農業(i,紺r･地面積約383,000ha)の近代化を推

.;LEするための示範として典型区の開発をfl'Ii,lil.したもので､以下の事項を目標に置いている･‥.

① 此設の)i.1i.削三産基盤施設を改修/改善し持続的かつ安定的な農業生産環境を整える,_･

② ii-I.I::.ir!El-作水施設の増設/整肺を行い,不安定な半湿潤気候環境の中で発生する気象災害とアル

カ.I_-f_･.状11r)i.=の低位生産阻害要因に強いi}'-I-i業生産構造を創設する｡

③ 以L二の慌脚()便宜に立って可l=)I.･地のr)i･]畢を進め､農家の経営規模の拡充と農業生産の増強

を】当lり'',I_li.家経済の向上/改善を!t-F]する.=.

① 以.卜の川二桂城培の拡張と併せ苗畦､養蚕北びに養殖水産の振興を図り農業生産構造の多様

化と地域,[l!i付i':圭清構造の改?rL'を批准する.二.

2)中･長期的目標

抑,L=･-.1州lは､国家氏程政策に沿って隅想された｢国家重点商品化食糧生産基地埋設計画｣の一

枚帥地である.:､従って､以上のiLl雌区の閃光をモデル事業として黄河三角洲地域全体の農業結合

l;i.-i)yE計[-IlfJ'をJrf::j蛙し､同家の氏程政節と山城寿:ii'Jh発展f-.ti想の成就に寄与する･=･

3)国家社会経済発展に対する計画事業の開発法及効果等

17;:L家IFJ:全紙棚｣剃oカ咋計画の巾で構想された｢国家重点商品化食糧生産基地建設計画｣では､

ケIrI.･紀-｣ごまでに抑那F･1墾杓220万ha(3,259万畝)及び低･ q】位生産性排地2,220万ha (3133億畝)

の).(i髄･11･;n't;1･･･収11､更に､造林220万ha (3,300万畝)
､草地改良270万ha

(4,000万畝)
､果樹園
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改良707Jlla (1.115万畝.)
､水産養殖池の拡大90万ha

(1,340万畝)等が企画されているr:-この計

剛様の完成に伴う増加生産量ついて､政耐ま､食糧6,119万ton､綿花･油科･糖料などの経済

作物合計760ブ了ton､肉類493万ton､水産品283万一onを見込んでいるo

卸町三/I)洲地域全体の農業結合開発計画が実施に移された場合､農耕地は新規開墾を含め約

400,000haのl朋己/改善が見込まれ､事業効果は､小麦､水稲等食糧生産をはじめ綿花､抽料作

物寄掛IWl･:物の増臥養蚕､畜産(肉牛と乳牛)更に水産養殖等が振興され全体計画の10%以上

の目標退成に寄与できるものと見込まれる･‥･また､本事業の実施で蓄積される技術的経験は､広
く馴L)-:及び;I.･fi.i()-;i･,d岸地域の農業開発並びに低位生産阻害要因の改善と農業生産栴道の改善に適用

できるもの'C-･ある.=.

(2)計画事業の概要

邦河三/岬l):..i某紙合開発計画は,節河三.附Hの内､主として 水源を黄河に求める地域を 対象に農

業主L:A.il[･(.･:.L!..ii壬別告h.ii.iir!びに農業生産fl･li道の改;!f･を隅惣したものであるo主たる事業項目は以下の通り

である.:.

① f･..t･;iiJからの･TrR水施設馴i･､平馴くFilf(ダL)の新設及び既存ダムの貯水能力と給･配水機

能の改三;_(f･

② i1.'･.I_･,:.ir!究･1･)l:･水路網の整備及び用水管FJ!慌他の改善

③ 7)V*T),I.l:_旗対策を含む末端田城韮触馴j･%[FIJいこ農業生産基盤の改善と可抑也の開墾による

Ji:-･'.'E]･'i･)朋諾の拡充

① 地域rLJ脚柑路,通信網,農村給水施設等､農村近代化のための基本インフラ施設整備

⑤ 施設惇ほを含む排種の多様化と畜産､養蚕及び養殖水産の振興による農業生産構造の改善

⑥ ---;)(]Jul二をrl二･JLtとした農産拘の付1)ul'i‖他生産と農村部の雇用機会の拡充

(3)計画事業の対象地域

行政rl!J8こ･Ji,I;;r･.･-.lf∴J.･1!博市及び演叶l地区の所帖に入る地域8･900Km2の内､墾利県及び高音県地域

(糾合3.010Kn12･)から選定するニケ所の仙型地区50･000ha内外を対象とする,-･なお､典型区の

避,jヒは､;-･fiL"Iニー[l洲全体のマスター7.ラン嗣r;fltのi[I･:-nl=に悲づき行う予定である.:･

3.計画事業の効益と公共性

(1)計画事業の直接的碑益人口

言I.i[IiJ･17l･.･･-)ti:の[l_I(.J妾的稗益人lコは､-At,[;㌢市馴｣県及び漸専市高音県地域夫々の農村人口である

183,200人と332,500人､都合515,700人(1,993il三末現在)であるo

(2)計画事業の間接的稗益人口

計rl.flit,J[.-)i:のIJ･.JJL-A:(l{)稗益人口は､本I-;;]発郎菜のの捌''i効果並びに農業/農村近代化の展示効果が

i-_.,__(.1i･･[･l()8=1.･劫t.tilj.･･i.[ii:,,i･地域に波及することがlL:J｣待できるので､単に山東省の総人口86,204･100人のみ

ならず地l=ll1･.的環境が額似している河北省,江杵省の沿海地域を含め数億人が対象となると見込ま

れる.‥､
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(3)計画事業の増益地域

計画!J[･菜のf･LJl'.i"!t地域は､直接的には東宮市望利県及び溜博市高音県地域の3,010haKm2であるが､

上述の迫り一柳り充--iJi菜の技術効果並びにI']豊莱/;I-!i付近代化の展示効果が広く潮海沿岸地域に波及

することが!UJl'寺できるので河北省､江蘇省の類似地域を含めると間接的神益地域は10,000Km2

以上と見込まれる.‥.

(4)計画事業の社会･経済効果

1)計画事業実施地域の社会経済現況

Ii'l-f河三1(j洲l地域の1993年末現在に於ける総人rjは､ 5,492,500人である,,総戸数は1,484,460戸

(平均‖L:;T-1卜･戸当たり約3.7人)である.:.;i,li･.iこJ●及び都市地域の人口は,各々3,515,200人(64%)

とl,977,300人(36%)の分布である.:. (qlF:'･末の米紙業者語数は､ 988,650人(18%)である,J部門

別紙業薪は,
-)こ々,kJh)一一次産業284,730人(28.8%),第二次産業427,100人(43.2%) ､第三次産業

276,820人(28.0%)である一二.

1980[l･'･代､･L･l=tI･･･,l政仰は､近代化ff.ti想ヲ三現のための韮本政策として｢2000年工農生産四倍増計画｣

を範',.ii､｢対(/=3i-JJ/x･対内活性化｣の!ilJEl.に添って諸i11;･u度を改善する等各種努力と経済建設を進
めてきた.:, Ill如省に於ても､これら維i.即納1Lと対外開放政策の実効は著しく､国内総生産

(RGDP)は､ 1978年の234.05位元(実勢[[1fi桔)に対し､ 1985年の647.06億元､ 1990年には1,337

は元､また､ 19931I:-tこは2,702f,.:･''Jc(I)≦勢(l[Ii格)と著しい経済飛躍を成し遂げてきた.=.国民一人

三Z_1たりRGDPも1978i｢三の326元から1993LZf･'･の3,126元と当初の2000年4倍増計画を早くも達成する状

況に∃一三っている.二.計画周適地城に於ても同様に投貴の経済効果が出ており,特に勝利油田の開発

進捗に11'･･う.~lニー菜,:I,'･lll"]の著しい発展が見られる.二.

計画∃撲実施地域の祉会総生産(RGDP) 削立:万元

･｣(･)i'( 捻l_.;[7:1L/J:
･7i-･･･')こ産業

第二次産業 第三-jこ産業

1ミrll地域什i･ご総_/_I:j･Ll'i5 1
,85().6()0

9,942,5()0 38,5 1 3,234 3,394,900

f'.-I.'!ll.I,'･-A[h'地域手_L･.i･;諾[1.:.産
4,5O7.897 4 12,769 3,550,1 27 545,001

'州:川J地l!./ul:公給生産 582.412 213,700 273,526 95,186

.LL川LL
[lI~虹告耗計,'li鑑( 1994)

2)山東省地域の農業現況

計IllrLr対象｣也城の:J:.Jth利用現況(1992,'1i硯作)は以下に要約する通りである,J

山召三省の=r:.地利閉現況

1L____1｣_⊥ ⊥_山 L⊥L_上

EJ[･)lri rETI'椛(万11a'J占IJ搾･1%) T)Tl'杭(万ha) 占有率(%) 面積(万ha) 占有率(%,

誌TITflfilt:.

農排他

水川

川

】
,567.2

】()().0 8().5

675.8() 43.12 ]7.65

13.95 ().R9 1.86

462.41 42.23 15.79

l)(J､ ii･i:･:概州し(.,TLll･尉■,410.19
R9.70 14.17

胡さ肘ll=;i'Ⅰ 78.75 5.02

内､瀧irW･.Jl.;i.) 34.92 44.34

茶ll･;il一 o. 1 5 ().0()3

水城 149.6O 9.54

lJ､j､鬼帥水Il'"1 21l.7() 17.胃4
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rTl也城の什会社生Pl.･:.値の内､農業生掛ま､概ね25%1:日当を占め､実質的生産値としての実勢価格

iiil;!'.は994位九である.=.

計画部菜実施地域の'':1'i菜総生産(RGDP) 単位:万元

-;)[･)11i 捻藍植 林業 牧畜 水産

仝省地域

i1.lil.)Ll.fi.ir)-)-山城

Ail.T'ii[:JILr]J山城
捌11hrfJ也城

9,942.500

412.769

213,700

459,100

5.266.70O

_
273.869

135.988

304,03()

282.400

14.897

4,928

10,817

2,891.500

118.243

37,384

143,308

1,501,900

5,760

35,400

36,945

Lu少l.i: L=如'rT耗計1r･監(1994)

,I,I;'i.-･Ti･(-I.･j,I(::の.･i.･_A'･品目は,小安､米､けモロコシ､高梁､大豆､稚豆類,落花生､胡麻､綿花､麻類､

甜菜､ ･l._V!'.~恥敷[n作物､就業､瓜研､ i''f-l斗作物,果実､桑等である.,また､畜産は､牛､馬､佐

伯, iT･･.､順､家缶頒,兎等が飼養されている._-.これら農･畜産物の生産量について､因みに山東

省の沌近･1Iil''.1Jの実績を示すと以下の通りである.･..

主安Ir:=!i･産物の生PIri昆(1991咋プ…紙) (単位:面桔血生定量ton,単位収量伽Ala)

1 9 9 3
.fl･'.

1 9 9 2 年

馴7:拘 n.:付け而椛 給fl三酪呈I-ilii位収鼓 作付け面積 総生産量 単位収量

氏l::I:.:作q勿 8,2 13.4O4

小1.-)i･ 4. I 56,028

水稲 108,760

トウモロコシ 2.439.797

大豆 60O.213

綿花 76(),()0()

･Il[J科作拘
781,418

･F!yi.!i.I:
7 3. 3()9

枇1!:ト 1
,277

ぷま菜 744,()79

･LIi･I)i:

41,OO().OOO 4.99 7,918,632 35,893,000 4･53

2(),243,334 4.87

766.733 7.O5

13,90R.587 5.70

I.315.54O 2.19

4 1 0,()()0 ().54

2.683,718 3.43

148.945 2.03

39,795 3】.】6

31,()7l,325 41.75

5.O14.283

茶 1,536 5,014,283 3･34

負(跳!J･1.i.:J'.･':) 57. 1 17 39.525

譜i;l'::川栄/t'･:(:'･I

内Iiiri

∠卜孔

毛ItJ(

卵-):llri

叶'･$ll.

淡水指帥

油二/J(鬼VJl.1:

3.634,319

394,988

30,060

2,138.756

8,5()3

L 17,6()0 246.569

149,173 1,34().514

9
00

∩>

q/

l

一

L

つ】

CC

1,488,764 876,841

698,692 1.662,877

94.130 152.900

4,510 74,800

146,000

1,146,900

130,930

77,26O

5

nIO

2

7

4

つJ

′0

5

0

つ】

l

′O

I

l

2.936,587

343,219

28,763

1,705,352

7,750

189,137 1.44

866,8O9 1】.22

.'l'.叫
Ilい1t.'rblL耗.汁咋濫(1994)

3)計画事業実施後の社会経済環境の展望

I,-:.･L.lnfI_1(･-)～;I)三地役の効果は,計画部莱対,iil也触i(,_びに国家社会経済環境に対し以下の改善/革新が

判子､IJ':-elきる.二.
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① 既存の生産基盤施設の改修により持続的な港概農業を保障するo

② 平J京水稚､収水工等の新設による新たな用水源の開発は､農業生産規模の拡大を容易にし､

従って大きな農業生産拡大を可批にする一‥.

③ 以上の;:='i･業生産の拡大は､新たに'[i'i･村工業並びに商業活動を振興し黄河三角洲地域のみな

らず広く山煎省地域の社会経済の発展の原動力となる｡.

① L-!il_)'l･.iq勿の増F,lr!と品質の向上は､irlに地域の食糧事情を改善するのみならず国家経済の発展

と対外f!1妄訓叉支の改善に大きく寄与できる.I.

q.I)':Lこ､-;I'f河三[J)I;･J十l地域は､長い間先の歴史を経て中進的水準にまで発展している.=.従って本計画

fJ[･菜に対する瀬貨効果は､いや高く､農業生産梢造の革新はこ工業･商業部門との経済格差を十
分改='L(i:･するものと糊得できる.‥.

(5)計画事業の効益と公共性(日本政府の事業支援が及ぷ稗益人口)

11･(計軒J[･･)I:は,伝統的農業から合理的近代''l-%莱へ転換するモデル事業であり､かつ､農業及び水

i/,itJ);I:利川のほ術-i-I'L一新の示範となるものである.:.これら計画事業に対する日本政府の支授協力が直

接L'l'Jtこ及ぶ.FJ,･.i.左入口は､東宮市及びil'1!.博市各々の地域の農村人口である183,200人と332,500人､

都合515,700人(1,993年末現在)である小

(6)計画事業の環境に及ぼす影響

計酢J~様の1･勺､狙京の新規開墾約10,000 haについては確実に自然動･植物の生態系を破壊するこ

ととなる.二,しかし,他方に於てf1'ti築または改修さitる平原水庫並びに緋種栽培を中心とした土地

利IrJは､蹄たに良好な自然環境創設し､結IXi的には人間生活と自然動･植物の調和と均衡のとれ

たfl_:.態系が)rL31'Eされるものと考えられる.=.-fJ-[.実､近年計画地域内に在って勝利油田開発が進めら
れ鉱｢S.が1Lj'=1JミIq([;り主に拡大さilているが,これら施設は農耕地の広がりの中に吸収され自然動物の

皇l三tltiT.･をr;Jかすf,3,T/i弦とはなっていない.‥.また､既設水庫には､従来に増したハクチョウや野鴨等が

列W三し越冬するまでになっている.‥. ･iL'tj:,I,,Giの干捌こついても黄河の治水管理以降は植生が安定して

きおり披.I:;-.5の探糾環境が好転している;I)l･7兄が窺える｡,

地域f,-l二会托弼環境については､結石開放施策以来､年を追って農業と工業･商業間の経i'S,f各差が

拡大してきているが､本間発事業は農業及び投付の経済環境並びに生活環境を大きく改善できる

ものである..A.

4.日本政府以外に対する支援協力の要請

日本政肘以外に対する本計画事業r新車の1-Xす安協力要請は行っていない.=.

5.計画事業の優先度

(本計画事業は､日本政府に支援協力を要請している開発事業案件の中で如何なる優先順位を

与えられているか)

り此邦人民政]r'.(Lの[l;画する開発部業案(1,･0)内､日本政市の技術協力を要請しているものは,本案件

の他に｢l.I,ti.'iI下流河川治世言卜画｣がある.･.-i'.'fin･Tl:.;JJit河川治理計画については､黄河の河口の河道管

即を行うJ.L.i.:,.:13l'J!J-･｣揃であり､黄釧ほEl処も耽に整っているので単に技術的な面での支援協力に止

まる...従って､耕地r('.[･としては､本射!Ll ｢i-l'f河三f(州i".L型区農業総合開発計画｣に絶対的な優先順

1立を(',.･･;;いている...なお､国家rl:J,I:.'i･菜r;E-]充',4;:(`卜の小でEl本政仰の開発調査に対する技術協力を要請し

ている射′卜のT)スト推びに僚先JIl(l:位は,別紙涼付の岩村-1 ｢日本政府への要請案件T)小｣の通り

i'lfi.'河(安)-7



である.二.

6.計画事業担当政府指導機関及び事業実施機関

(1)事業実施機関の概要

1)実施機関の組織機構

割転慌Ik.J/i,: i.L'f河三角洲農業総合開発l'iB削､組(黄河三角洲農業総合開発運営委員会)並びに

iI'i'河三角洲農業総合開発弁'LL室

IJ_l如省人民政If'J.I(ま,省計画委員会をfJl･掛弓とし､科学技術委員会,経済貿易委員会､水利庁,農

業庁､ Ifiu設J11-･(相鉄建設局)等閑述部).=71Jが参画して以上の黄河三角洲農業給合開発領導小組横

河三･掛目;,L.'i,菜総合r;i･]党運営委員会)並びにi'1ft;可三角洲農業給合開発弁公室横河三角洲農業総合

I3i･J発叫稚所1を新設し事業の運営管二哩を行う計画であるo実施権関の組織機構並びに計画事業実

施体肌は､別紙添付の資料-2 ｢事業実施横I-Mの組織機構｣に示す通りである,,

2)実施機関の機能と業務内容

恥]lT三丁州l,･].-i.:L3Li:総合開発領馴､組(非河三f[Jt;･)･rlj,'1;fi･業総合開発運営委員会)は､省人民政府機構の

■l-りこ言=lI_ほil会を-TJ.砺局とし､省間係庁のI;;-･]剰'B当の副庁長が参加して道営される,_.この機構は､

-;LliL河主I(J洲地域の'':.Li･菜及び農村総合l耶己の指妻馴IJ5ElirJとして機能する｡,

-ill-fli(,(三†(J洲,･].'i.莱総合開発弁公室(.･y;.i･可三･[[JtlJtH)I;'L英紙合間党事務所)は､以上の開発領導小組の指
♯1丁でl)り別[･-I)I;実施/道営の実務慌関として機能する｡.この弁'Lt室の要員編成は､各関係庁から

の技術及び行政担当要員が出向して適宜稼倒する方式で行う｡.この弁公室の機能を支接する機関

として､ 1･!).:に､科学技術委員会は､!Jl'･累計画及び事業実施後の運営に係わる技術全般の統括と監

即を/ll;･う....また､掛壱貿易委員会は､[l19上の対外貿易権済合作部の指導下で外資借款による事業

i',f企の迎‖J!:.i,'[:.判判ii当する.=,部業施設の設計/工!)i監理等は省水利庁の指揮下で,馴IJJ設計院及

び工-l･_!ll=.l.:.I:.1[:.l･1[.I)..処が小心となって行う.I,

3)実施機関の陣容

実施矧別の机純は､まだ末編成であり具体的な捌引坤容については､ここに要請する開発実施計

酎批1たの(I/.でil-,上も合矧]fJかつ機再巨的なLflltfJ'Eを検討する所存である｡

4)実施機関の財務内容(収入と歳出)

_L･.記捌む矧,,･J(ま､現在まだ末編成であるが､計frDlfJi'･業の実施に当たっては国家と山東省の開発予
宴相互びに1!,5J辿J‥上のI朴充予算をもって道営することとなる｡

(2)政府指導機関

計f'_I_ii---I)様のy:A,,迂に係わる技術協力については国家科学技術委員会が担当し､また､計画部菜の運

J.:-ill.･利こついてl.i三l家計画委員会が指主引こ当たる.A..
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7.事業実施準備の状況

(1)計画事業対象地域

計伸i対象地城の現況並びに計画事業の外掛ま添付写真及び地図等に示す通りである｡.

1)計画事業対象地域と開発対象面稚

fl.j:･河三1(Ji州i,'.'i.業総合開発計画は､黄河三1岬lの内､主として水源を黄河に求める地域を対象とす

る._,行政｢l!Jには､Iil王宮市､溜博市高音県及び捌t卜l地区博興県の所轄に入る地域8,900Km2の内､

教主利l,ET.･及Ul･.L.I)'i!j'･県｣也城から選定する二つのi",L'!_f!.L.地区50,000ha内外を対象とする予定である,_.なお､

州･!r.1!.=互の過',Eは､'i'Itf河三角洲全体のマスター7.ラン調査の結果に基づき最終決定する予定である,,

2)土地の収容等準備

匝l_-_l_･.はf;モてl-i.:'.1家i''i百三であり､
-2iE本的に小I.･X:'施設等施工に閑適する土地の収容には問題がない｡.既

TJ･:1'].'i.家の川り也,宅地等使用権の設完されている土地が事業施設の施工対象となる場合は適正な保

肺と代I=).tl也の].,[11)J;･を行う,本計画では新規I-;E.-]封皇もあってこれら対策に問題はない,J農民側でも本

改I(_･:三｣様の尖施を強く希望しており祉会的r'1q題を惹起することはない,..

(2)電力供給､給水､電話･通信等インフラ施設状況

全ての北1.(インフラ施設は整っている.‥. ;l1'i･･11-H三諮に於ける給水､電話･通信等インフラ施設は､

本計i~刷[･･3I:のワ三施により整備される.‥.

(3)地形､地質､気象､水文､その他各種統計等計画事業実施に必要な資料の有無

計i朋,I.J･Illi_.汁;.びに設計に必要な地質､気象､水文う別斗は十分墨俣存されている｡,

地形担‖ま､～,!壬'州J･)に1/50,000縮尺が侃7-I:･されている.I,詳細設計用として1/10,000縮尺の地形図作

成を計j叫している.‥.

二l二地利川,比~｢/'･施設現況等に係わる-･肘:)!j-･辛rif],I;iとして1/50,000縮尺のランドサットマッ7oがあるr=,

その他､ I.LHIt.I/it水系周､全市国土企画､全iL)-Ill-:-;菜企画(1,990年)､水資源､生物資源､土地資源
L-I:.))lJ;I叫)

､人Ij/労的人口詳糾調査:.;T･･'･しりょうが保存さjlている.｡

)'L.1iL家智):･I__f!.i.))u串引朽調む､集落別農業紘計調･_14消.;は､まだ実施されていない,,

8.計画事業実施機関の事業能力

(1)現時点での状況

17l-J[･X･Lリ三施に係わる行政管理､財汚管理並びに調査･設計等の実施能力は十分に既存する･二.但し､
各省f那j)iび,lJ矧馴こ所属する7dt設'Lt司は､いずれも･1] ･小規模であり､特に桟械施工能力及び

憶帖施.T:1'.;I:･)J'LLl=i'iの土木工平について寿'F15兵力‡不足している.=.

三｣[･r)S､此I.():･の溢1.'r!X･･1.JL:.水施設の維持管肘1･:菜は､):-'Lr-LrJl的の農民の使役を中心に幹線･支線水路をは

じめ水路網のJll='.砂処即を行っているのが別;JJこである,二.
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(2)実施機関が抱える問題点

最大のg3,r[':.,･三(はil.｣･故に串業資金が乏しいこと､また､技術的な面では最新技術情報並びに最新技術

による設計､施工管理の経験不足にある.=.特に､技術的な問題として｢黄河の異常に高い浮遊砂

に超囚した).fr:1.砂IjWJi｣､ ｢石灰質土塊に起因した排種のアル刑障害｣､ ｢黄河の不安定な流出環境

に対する合】竺J!.J'lWILJ水管理｣､ ｢市場綻満の逆用の中で多様化する農業生産の管理｣等､今後､計

画部菜のり三施に係わる体;li･uとしてh'IJ'･uliEl'L:｣と｢運営機構の改善｣を中心に対処する必要事項が

山椛している.二.

(3)改善計画

本計画の:)三施に当り､不足する工事技術については､全国的な規模で工事業者の入札を行い施工

する.:.また､地元班設公司を工事落札の大事業者の下請けに組み入れ建設工事の実務を通じて技

術訓糾させる(入札条件に付加する◆)

h'lUJミしているほ術的な諸間･,nBの肝i)i.Cこは外国コンサルタントを調達し指導を仰ぐ｡;また,E]本政市の提

pf)l.･-しているIiJrll7*コースの便宜を敷き不足または欠1JI]している技術を修得する,,

9.計画事業の運営と維持管理体制

(1)要員計画

計恥J様の迎′.;;.:T･と維持管町こ係わる安貝計担‖ま､ここに要請する開発実施計画調査の中で最も合

J肘l'･)カ､つ権能的[1.(.1;.TJを検討の上実施に移す1-;rrI[11'･である〔.なお､事業要員は､省政府横柄の中から

｢適材j&i)7･｣を姓本に選定し出向させる計画である｡,

(2)計画事業運営の予算措置状況と将来計画

計軒｣桟道,.;:I_:,･の-I:=仰()な予算処置はまだ!.[[.r.:い.二.本件は､ここに要請する開発実施計画調査の中で

i詰も(TF!ll..l'l'･Jかつ慌能的事業運営肘l刈を検討の上必要な予算準備行う所存である,,なお､開発費金

についてはI1-l ~1･(政I-(J:[Lの円借款､可能であれば節匹l次借款後半2年の資金供与を期待している･二･

(3)事業運営に係わる要員の技術的能力

17J[･-)Li:,)三他に係わる行政管理,
[lオ紡皆即納びに調査･設計等の実施能力は十分に賦存するく.但し､

[[:L抑ほ術1,irj:-･i…I川,.びに泣所技術による設計,施工管理,特に機械工事の設計･管理についての経験

が不,rilである.:.特に､技術的な問題として｢irLli･河の異常に高い浮遊砂に起因した椎砂処理｣ ,

｢f欣Ti,:[:.ll,iに起因した緋種の77Vカ･)障害｣, ｢iz.'f河の不安定な流出環境に対する合理的利水管理｣ ,

｢-ll-J')･l,lL3:lた消のl'iE･lllの[L】で多様化するJrl.'i菜/J･:.P:l'iの管q!.｣等,今後,計画事業の実施に係わる体制と

して｢.'L,.1JJ比化｣と｢述′削馴1iの改善｣をrI･心に技術移転並びに研修の必要がある･二

10.関連計画事業の有無(一覧表の漆付必要)

I対地1汁'lIIJi:･J[･-'LL;/{.､
IJ[.-13t;:)馴;'L[､支接協力慌l礼/i.､

r',JJJ,-)jの内容(技術協力､借款､無償資金協力等)事

業:)三施別f.''.j,1.(iJ[L=13L;との繋がり寄付i'･掛ま､'J]rJ紙涼付の資料-3 ｢l那Fi開発計画事業の一覧表｣の通

りである.･.
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ll.技術協力

(1)本計画事業について既往の技術協力の有無

(ll)) ･存 (月) 撫

(2)本計画事業の実施について技術協力の必要性有無

((i)) 必要 胴)) 不安

1)技術研修の必要性

日本政仰の技術協力の一環として実施している技術研修計画の内､以下の項目数科について計

画部菜Al･11の托術訓練を希望する.:.

① i[･i::.IrM-Jl:水技術 1名

｢L't'fL.I(-.tの不安定な流出環境に対する合JITu的利水管理｣をテーマとした技術研修

(診 淋irMIJl三水施設管理技術 1名

｢i'(I;I:ilJの=l!.i-･,.;;i･8こ高い浮遊砂に起因した批砂処理｣をテーマとした技術研修

③ TJこ;･1.'(rJlil_'Jl].ii･慧引刷支術 1名

｢-I二('1タii{''l'二l二旗に起因したLll=)I'･柾の7ルか‖符害｣並びに｢市場経済の運用の中で多様化する農業

_/J:･.iZ'(i.の哲郎｣をテーマとした技脚Urll妄

2)開発調査の必要性(フィう◆ヒ●lJ7イIA9テ■ィー､マスタプラン策定等)

(本事項が必要な場合､計画調査実施の企画内容を示す)

l)iJ禿.:';J;.帖のl1的は､鄭可三角洲地域全体(8,900 Km2)の農業総合開発計画基本計画(■マスター7.

ラン)の範'ji;M('.びに;ul.L型区農業結合r;TIJ与己計画E)…施計画(フィーゾヒ◆T)ll-･スタディー)調査の実施偶

50,000 lla)である.二･

なお､以.I･.のl耶己調査実施に係わる調査内容､工程並びに必要な技術支援協力の内容､専門家

等は別紙涼付の･i'ff11斗-4 ｢鄭可三･1L)洲),"i型区J'1S業総合開発計画調査実施要領(莱) ｣に示す通

りである.二､

".基本となる開発事業計画の概要(計画書､企画書等を漆付すること)

1. 計画事業の名称

l=司家f.I:会寺:たtlT.那;｣蒐10カ年計画古(1990-2000)及び

匹l家(I:全紙浦川H臣節八次五カiF･bF,'L･画(1()90- 1995)

2.社会･経済現況

1)国民総生産(GNP)

J9821r:.､政JI,'J'･Eま､lil:会経済近代化f.'Ii!ET.の実現を目指し｢2000年工農生産四倍増計画｣を策定､

その)!.[1･(此n'･である｢対川棚k.対I)描1Lfli[ヒ｣に沿って､人民公社の解体､責任生産性の導入､

Il;.:IJ.;:･':,.,.!iJ･;,lの〕]淵i馴;Jl･と生17,fiに係わる謂.1;･LJ11の己土=Lri=.等各校努力と経済建設を進めてきた･二･これら

稚拙'(._f(I:と対L/H3iJ]/Luk前の'-j三効はy;･しく､l:Fl民話生産(GNP~)は､ 1978年の3,588位元(実勢
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仙桔-)からL993咋には3l,342億元(実勢価格)に増加し､国民一人当たりのGNPも1978年の

372元から1993咋の2,645元となった.‥.実質国民収入の成長率は､ 1980年前半が10%､後半が

7.5?{.,,また､ 1990年代に入ってからはIr11].i!,･経済体制の導入の効果が著しく､相対的な国家程

前のfl_:_1iには､まだ不安定要素が残るものの近年の経済開発投資が効を奏し確実な生長を示し

ている.‥､q;!j:Cこ,工業部門及び埋設部門の/J三長は著しく飛躍している,,

国民捻出確(GNP) (単位:GNP=旋元,.GNP/人-元)

1978 198O 1985 1990 1991 1992 1993

Ii;I..AlLt結/I

:
. I)'l'.･.:

工菜
祉設

述輪/過信

金融/摘･vJti:

一般叶t'ス
GNP/ノ＼

3.588 4,470

I.()18 l.359

I.6O7 1.997

138 196

173 205

265 214

386 5()0

372 452

8,558 17,695 20,236 24.036 31.342

2.542 5,()17

3.449 6.858

41B 859

407 l.117

577 837

I,135 2.995

B()8 1.547

5.288 5.744

8.087 10.128

1,015 1,447

1,277 1,402

1,245 1,411

3.275 3,887

1,747 2.051

6,650

14,140

2,104

I,901

1.782

4,765

2,645

LLJlyl.L: -l･L■lil競計年鑑(1994)

2)国内総生産(経済部門別のGDP)

国内訟!L:_ J7'(:i(Gop) (単位:GNP=値元..GNP/J､-元)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

[I.:.I1Tt総′(

:
. ]'T-l',･':

i.-.:Xi:
a-設

;'di.l碗/過1.i.'

:l･;融/l[tI'-_Lit;

3,()10 3,688

L)86 l.326

I,487 1.804

125 185

118 126

294 247

7,()20 14,384

2,492 5､()()0

3,163 6,らlo

40() 839

259 787

697 1.148

16,557 19,845

5,269 5,795

7,703 9,805

1,009 1,475

887 957

1.689 l,813

31,380

6,650

Ⅰ4,140

2,104

1,901

6.584

.'t1.A)I.i
: ll.帽総計年m (1994)

3)末就業率

19931L:.,1JIL(l三の･)j'1tP)総人口(15収以__l二)は約8.2値入(62%)で､この内6.02隆人(73･7%)が

就-;)tl:している.‥.:A:就労人口にはili･英二1.･..;u･.:I..･及び上級学校の学生が含まれる,=.近年､世帯の経済環

境の好･I･i-;カ､らi-!]'/;3L;主婦が増加する傾向を示している.=.

社 会 就 労 現 況 (単位1.百万/､)

1978 198() 1985 1990 1991 1992 1993

I)I)'1･BL:u誼/＼
I I

什i･;枕･7]人1I

-｣こ拭,I)j･
J＼!l

打才挿(%)

:);･枕11さヰミ(%)

485.3 528.8 62l.1 697.3

4()1.5 423.6 49R.7 567.4

83.8 1O5.I)_ 122.4 129.9

82.7 8O.1 6().3 81.4

17.3 19.9 l().7 18.6

709.8 721.2 817.5

583.6 594.3 602.2

12(i.2 12(;.9 215.3

82.2 82.4 73.7

17.8 17.6 26.3

['l'.I)[.i
: ･l小指克;;L.ll-'･I:lJ｣(.1994)

4)イ)7レうヨン峯

;'imly](llliは､毒#:.･l;･りさjtた計画掛石の下にあって1992J'F後半までは極めて穏当な状況で推移してき

た.:.しかしながら､ r朋IL市場掛売政節が施行された1993年からは工業製品の価格急騰を発端と

してIl)･｣.i,l･([‖川:tが人きく変わり､インフレーションの壮行が一柳-I-)'卦と一次産品の生産環境を庄

二;臼する.1Jli'(/lが恨J'Eさjtた..A.

i'l'f;r･T(A'･)
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諸 物 価 上 昇 率 (単位: %)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

一次縮品[ztli柿
1O3.9 107.1

卸売り(J"け給 1OO.7 106.0

梢T(･生捕Tr･1T] 1OO.7 107.5

1()8.6 97.4 98.0

108.8 102.1 102.9

111.9 101.3 105.1

103.4 113.4

105.4 116.1

108.6 116.1

山帥: 小IEl岩七計J'riIZl】(J994)

r_[::t家路汁J,.1の1994J'rllO月18日付け発表の卜9月経済実績によれば､ 1993年以降､本格的市場経

消の/u'bl)l･により掛邦吉劫が著しく活1-]ilrL:されたが､これに伴いサービスを含めた消費者物価は､

仝l耶'･l'iJでIt]h'iドの同期間の実掛こ比恨し23.3%上昇し､中国社会の安定にとって最大の懸案で

あるインフレーションの高進に歯止めがかからない状態が続いている.これら物価上昇とイン

フレーションの高進は､食糧作物の生産を促進するため政府が1994年8月に買上価格を大きく

引き_l･.げたことが誘発の要田となったと考えられる.=,即ち､食糧価格が前年比で約30%上がり､

これが_1モ1'1;の物[LpIIiを押し上げることとなった.=.

5)経済成長率

経 済 生 艮 宰 佃位:生長寧 %)

19gO 】9R5 09
nフ

99- 1992 1993

l.i:･Il亡綻/I･'jJIJ'･･':

工顎

lil:.L.1L

3'iE･愉/辿1i･;I

.(r,I融/摘L'Hi:
一-･般1トt'ス
GNP/人

7

1
4

4

qノ

-

C6

2

･1

4
′
b

nヽ
′

8
3

つJ

0

1

l

[

2
-
1

-

9

5

7

7

7
ユ
ノ

O

5

7

-

2

′0

5

1

′b

′b

L

l

つ】

CC

8

2

2

5

7

5

ユノ

つ)

-

CC

2

つJ

2
つJ

1

･-

-

2

-

2

-

-

-

3
4

2

′b

つJ

1

5

4

7
つJ

1
OO

′b

つ｣

つ】

つ】

4
▲‖XU

′0

5

5

5

7

8

2

つJ

9
0O

つJ

5

′b

0

-

58

-

5

′
b
′
0

つJ

4

0

つJ

Oノ

7

9

ー

-

つ
一
つ
ー

l

つJ

′
0
つ
J

2

2
QO

4

4

3

3
00

ー

′
n
)

O

CC

つ▲

つ】

-

2

つJ

つん

つ▲

ー

2

.'lr.I)l.i
: 小II.:l耗計1l･-･I7fJ(1994)

6)輸出入収支

順1.':a,I,Jな訂絹ご1:･.艮を支える対ケ川I7hLl'.入の財政的収支環境は､1980年代中盤まで貿易赤字を累積し

てきたがl('川:A.ft一後半に至り'.i!i業及び工菜F)rl発投資の効果が出､年収支が黒字に好転し大きく国

家収人にJ.乍!-j･する状況となっている.‥.なお､1993年度は､工場企業等に於て施設整備が活発に

行わゴt犠f'lM'お設等国際市場からの!r.TVj入が1':'LIJuして輸出入収支が一時的赤字となっているり

対外愉 Hi入･ll'i支 (単位:億即■い

】978 198() 】985 1990 1991 1992 1993

･l掛J'l代川
嶋人代仙
愉川人収■土

97.5 181.2

1()R.() 200.2

-ll.4 -1り.()

273.5 62().9 718.4

42')_.5 533.5 637.9

_149.0
87.4 80.5

849.4 917.6

805.9 1,039.5

43.5
-121.9

‖'.I)ri: ･いll~I言毛.iI･f[･-･(lF.Jし19941

7)労働人口(全体及び経済部門別)

1モ拭,);･人lIのr勺､ 【1_:･･.I,,;三･企業等で就業する]f.I,k.-Lがl.0姻人(18.1%'),郡市吉r,の一般労倒者3,393
万人(5.6%)

､また､ ,FJ'.ri･村部の沈黙新芽えは､
4.59悠人(76.3%)である.=･掛肩部門別の就業状

況は次の.;dりである.‥.

i'l't;(･[(All)
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経満都門 別就業人口 (単位:百万/､)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

稔労胸人口
社会枕づ;･人l:l
Hl
-}l▲･

l'l･(.イ三

工業

石仙/紘(I.1探査

班設

迩輪/辿1.I;.A

商業

金融/伯:快
公=)J;1トヒ●ス

その他

485.3

40l.5

283.73

60.91

().97

8.79

7.35

1l.55

().76

22.23

5.21

528.8 621.1 697.3

423.6 498.7 567.4

291.81 3】.I.87 34l.77

67. 14 83.49 96.97

1.00 1.()6 1.00

10.22 20.69 24.6l

L
7.87･ 12.22

･
_

14.69

13.81 23.63 29.37

0.99 1.38 2.18

24.88 31.17 38.83

5.88 13.)9 17.98

709.8 721.2 817.5

583.6 594.3 6O2.2

350.16 348.55 339.66

99.47 102.19 92.95

1.00 l.00 1.44

25.21 27.02 39.82

15.15 15.73 16.gg

31.00 33.12 34.59

2.34 2.48 2.70

40.17 41.08 34.38

19.10 23.13 37.4O

出gli : rl'rkl綻計Jl:･rn]()994)

8)対外債務のリスク指標

1985 1990 1991 1992 1993

fl'i'.汚r/ili'還寧 2.8 8.5 8.0

王'!rLt;･;i'･; 5.9 15.5 16.4

対外ILl;･指事 53.4 87.O 87.0

.-ll.リ(.i
: Ll■rKl統計年鑑(Ⅰ994)

9)対外負債余額の状況
(単位:拾万ドル)

摘 A'･ 1988 1989 1990 1991 1992 1993

対外IL'i･稚訟%'L'F:

そのl)1､ 外II:･l山=kl馴E.i款
II.:A.II:Y,･!(r,?融隈問1t(1'･款

IIT-illろミ[-[tI'業T[1'I'･款

その他

岱朽余ddl:

そのIJIJ
､ l:i!uT[H(ILL.-･3こ分

ij.,l'.iU川l;A;;･:fこ/71

400.03 412.99

66.48 6().5O

42.53 53.44

189.82 216.74

1()1.2() 73.31

4()0.()3 4 1 2.99

31)_6.96 37O.32

73.07 42.67

525.45 605.61

83.90 95.06

62.86 70.71

29l.84 315.90

86.85 123.94

525.45 605.61

457.79 502.57

67.66 103.04

693.21 835.73

114.95 143.15

84.15 104.64

354.79 410.80

139.32 177.14

693.21 835.73

584.75 7()0.27

108.46 135.46

.-1J.軸二･I･い絹竜.汁･'f=･鑑(1994)

10)主要輸出入項目と輸出入代価

主要輸出項目と輸出代価 倒立:給万ドル′･

脳 安 1988 1989 1990 1991 1992 1993

愉汁'.a.甜(l:

-I-:)(
))(.･:l'l[.)

f:E-r"ll( (',T､ill(動拘)

紙料･･bVL(.'･'t.'･;I.A
非允F‖J!;I:I::ト

鉱拘燃'1::I･及びilh'i.fi

弛･1Lh'.qLTT]･;Lh

二l:.:Xi:;i;'･Ul1')

化!:;::風l"l]

繊維!'Li･3･l1.[')

l筏帖･;l!i･l胤馴指

維)i'tl~h●H')
その他

475.16 525.38

144.06 15(1.78

58.9O 61.45

2.35 3.14

42.57 42,12

39.5() 43.21

0.74 ().86

33 L.1O 374.6()

28.97 32.()1

104.69 1(柑.97

27.69 3R.74

82.68 107.55

B6.宗7 87.33

620.91 718.43

158.86 161.45

66.09 72.29

3.42 5.28

35.37 34.84

52.37 47.54

1.61 1.50

462.05 556.98

37.30 38.18

125.76 144.56

55.88 7l.49

126.86 166.20

116.25 136.55

849.40 917.63

169.89 166.75

83.24 84.08

6.80 9.O2

3l.43 3().52

46.72 41.09

1.7O 2.O5

679.51 750.88

43.32 46.24

161.39 163.96

132.5O 152.85

342.30 387.83

lLI',U(.i
: ･l･lEl托;;.'l･1J:Lた(1994)

-ill.f河(All)
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主要輸入項目と輸入代価 (単位:拾万ドルニ･

摘 安 1988 1989 1990 1991 1992 1993

愉=稔%-[L:
--I

:)こ弧("■1

良l'(]'[(:I,I,if].動物)

欽朴他:.A.-･'.守

非氏IH J州;-言l･

鉱拘燃料及びi'lh.i:fi

JrL)u･帥拘州
工業弘●l['一

化':;･':.jillLll"'l

組緋裂一品
横紙･道幅設fI;;JIB

経机Il [t.lll

その他

552.75 591.40 533.45 637.91 805.85 1,039.50

loo.68 1 17.54 98.53 108.35 132.36 142.15

34.76 41.92 33.35

3.46 2.02 1.57

50.90 48.35 41.07

7.87 16.50 12.72

3.69 名.75 9.82

4･52.07 473.86 434.92

91.39 75.56 66.48

I()4. 10 123.35 89.06

166.97 182.O7 168.45

19.82 2O.73 21.03

27.99 31.43

2.00 2,42

50.03 58.01

21.14 35.46

7.19 4.84

529.56 673.69

92.77 112.01

104.92 192.06

196.O1 313.48

24.39 55.60

69.79 72.15 89.90 111.47

22.()8

2.45

54.42

58.18

5.02

897.35

97.08

285.45

449.95

64.95

LL'.gl.i: rl'lf:.1拭計咋鑑 H994)

ll)輸出入主要国

(単位:万淡門元)

輸 入 賀 縦 輸 出 実 箭

]三安地域/IR'.I†. 1990 1991 1992 1990 1991 1992

敗州 1,221 1,384 1.588

アフリカ 38 40 27

ill:)'北アメリカ 683

そのl)｣ USA 634

7ジア 1().I)_53

そのLJ｣ 杏Ilii 5.210

F二り.( l
,423

-)(.;T-I.I)11 1 4 8

74O 874

686 808

12,437 12,963

5.166 5.16O

2,574 2.824

231 232

5,271

51

5,175

4,931

2,937

1,770

421

204

5.514 5,242

16 I8

4,464 5,231

4,228 4,983

3,216 3,509

1,743 1,763

206 184

115 80

.Ill.AL
: .l'llこl綻.了l.咋鑑H99小

12)人口と人口伸び率

1993_1l:.)この総人口は､ll.85股人(Jなお､ 1995年2月16日給人口は12億人に達した) ､ 1984年以

r;.'f)0_1l.A.J..I.｣のJ､亡Ir'j然増加は約1.42位人､ J'r:---;1~';l'!)人口増加は1.2-1.3%で推移している･‥･男女別

人l二lは)こ々6.05†怠人と5.80r.L7･.人で概ね均衡している.二.農村及び都市地域の人口は､各々8･52佳

人(71.9%)と3.33位人(28.1与も)である.-..

13)平均寿命(男女別)

;[,'･J･iJ])I-:.1f7(1990(巨現在) 91子: 68妓 女子: 71歳

14)死亡と出生率

ITl然人l川',.]Ju車: ll.6 .'lJ.生半:
18.2 死亡率: 6.6

ir(t河(Al･)115



15)医療施設状況

医師一人当りの診埼/治療人口

1980 19R8 1989 1990

855 685 658

出典:中国耗計年間(1994)

19901liJit以件の統計はまだない{‥.

3.中･長期社会経済開発計画の概要

(1)計画の中で最も重要な項目

現行の｢L舶ミH:会経済開発政策｣は, 19781'F･2月の中共十一期三中捻で策定された計画要綱に

沿って､ :)この二]TIE]のE)標を政窮の捌こに置き､農業生産と他の掛石部門を有機的に連係して

振F)H.Lする計l~[.I)J'となっている.二.

(tl)工業化による邦T11人口の増大に対応できる食糧の増産かつ安定供給の出来る農業

fL･･.1Il;l'.･':).1i紹を創設する.=.

(Jl)釧;･,lに12ケ所(rその後10ケ所に変-iF)の大規模商品化食糧生産基地を整備し､全

ll.,.1l';:.l′.::::,.i.'L.)みと併せ農業生産を強化して商品化食糧を3-4倍にまで増産するr,I

以_卜のl);-.J剃畑にI-i･.iづく｢国民経碕と祉会発展10カ年計画(199卜2000)｣では､計画目標を次

の三段l;作に')JLLナてfl'ti想している.二.

･^)^i･--･馴･7:当抑5J'f一間(節八次五カ,'ri計画: 199卜1995)に国民総生産を1980年の二倍にす

る(この馴票は, 1992咋末現在既に達成済みである) ｡.

節二段l;拷: Lfl民総生産を節九次五カ年計画: 1996-2000)までに更に倍増し､ 1980年の四倍

にする｡.

節三枝I;17:米IiL･紀中頃までに一人当たりの国民総生産を中進国の水準に引き上げる.=▲

(2)計画の基本的な目的(目標)

以t二のH撚を退成するための脚古は､ I)この五項目の方針に基づくものである,,

(l_I)r.T.･･.1民結.!I掘を年率6%程度の水難で伸ばす.二▲

()])剛ICの.1iLl'iT.･レベルを｢混飽(17i低J1:_･i.I.t水ll.(i)｣から｢小廉的水準｣に到達する･‥,

(JJd 21 II_I:*t桃項までに社会経済の持3,;-iI'J(J充[Rに必要な物質的･技術的基礎を築く｡･

(射 公イ)･,li･uをヨ占本に計画掛斉と市場総柄を有創:jに結び付けた掛黄体制を確立し､その運用を

.iJu-;･する.-.
()() iて_l1.仝_j:.irは)tI)の水唯向上に努め､F七会主衣民主法体制を創設する･二p

(3)目的(目標)の達成手段(基本的戦略)

LJJ･.の相即ほ政策の基本に立つ｢国民掛売とtJ:会発展10カ年計画(199卜2000) ｣の同党理

念は､ l･]!i･:.ri:/JjW･a)r;i;]先に傑光)Il(.:f;_,･･をJr.Vl:
5 ､ f･Ll.･_Ti:･･･の増産と安定供給を最重点課題としてるr二･良程

!_l_･･.il;l･::は､2000(l=･･までに5ri:I.:tonの:･fl'Eを111!;･･1Lとしている.-,この食糧増産計画には､品性改良､施

-i'l'沖J(A'･)
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肥法の改･7l'_r_'i:･､栽培管理の合理化等の;i-.i菜科学技術革新の継続努力､低･中位生産耕地の改善に

加え､ ,I:_'i.菜水利施設の拡充強化等､生産･)i;鰯整fiI'ii事業の推進が構想されている.‥,特に,澄渡開

発については､受益面積を1990年の約4.810万ha (7.22億畝)から2000年を目標年に置き､

5,440-h'ha (8.16低畝)まで増やす必要があるとしている.

地域;]豊菜[)日記を長期的戦略として組紙的に実施するため､政府は1978年2月に採択した｢国在

荷ヲ己巌10ケ1l:･計画要綱｣の中で構想した全国12ケ所の大規模商品化食糧生産基地建設計画を修

正し､ 19881l.A.､山瀬省黄河三p[1]洲,TF.I.ltd:批ilJ_T.省三江平原､遼寧省達河三角洲､駅西省関中濃区等
10地域を｣･R',己し､重点商品化食糧生産11El也班設計画を策定した,,これら指定10地域には､既排

他が(T計3,130万ha (4.7億畝､全国IJL'･l也耐桔の約l/3相当)あるが､この内､低･中位生産性耕

地が2,470万11a (3.7L,$1.臥)を占める.=一計画では､今tiL･紀末までに総事業費535億元を投入し､新

-)M,T姻約220万ha (3,259万畝)及び低･ rI-l位生産性排地2,220万ha
(3.33億畝)の基盤整備･改

良､ ruiに,造林220万ha (3300万畝) ､

_7:.I:地改良270万ha
(4,000万畝)

､果樹園改良70万ha
(I,1】5万帆)

､水産養殖池の拡大90万ha
(I,340万畝)等が企画されている｡この計画事業の

完成に(-l'･･う坤'.I)Ju生産量ついて､政府は､良椋6,119万一on､綿花･抽科･糖料などの経済作物合

計760)jton, Ii:J碩493万ton､水産品283万tonを見込んでいるo

4.計画実施の期間と完成予定

11=･,-汁IIl_(iのり三施については､日本政府のf)l'匹欣円1.'i'･款の後半2年の案件として融資を期待している,,

従って, -..I-ill_iij:-J;'･菜'-j:施期間は､詳細設計を含め1999･iF-2004年を予定している｡.

5.中･長期社会経済開発計画と本計画事業の相関

上記､ 511T).の･l-･･長別社会経済開発計画の概安に述べた通り､黄河三角洲地域は､国家食糧生産

L!.!J.也1Id･.Li-kLl.;.･l.lllriの_Tri!!･.i:実施地域に指{,tさ]tている.=.従って,本計画事業は､黄河三角州国家食糧生

i?'[.A:).1il也Iii!1.I;ILL.｣(.-)i;のモデル3J-[･莱として実施に移すものである(.

6.中･長期社会経済開発計画に対する他機関/政府の支援協力の有無

(1) れ` (2) 撫

(3) ｢有｣の場合､支援協力の内容について基本的な状況を述べること

[l,
･

i:誹りFl二仝締捌;--]発言1･画に採択されているl耶己事業に対し他の機関または他国政府からの支

j･,I,=協-ノJがイ).る射′l･･については,1:l]-T･･r耳l政府または犠関名､計画部業の名称､積算事業費､支援

I･/:/',ノJのJ'l･,(.i､I,il･剛穣の内容等を-Tエ衷に二収り組め別紙に資料-7
｢他横間/政府への三枝要

.L=;I-i'.末什リスト｣として添付した.I
-

i.J'[t:illT(21'･)
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添付資料- 1

日本政府へ提出している開発調査案件リスト(農業部門)

案件名 地域名 実施横関名 開発規模 開発事業概要 優先度



涼付安料-2

計画事業実施権関の組鼓枝清

美施横関名: 黄河三角洲農業捨合開発領導小組(黄河三角洲農業総合開発事業連官委員会)及び

黄河三角洲農業捻合開発弁甲重(貴河三角洲農業絵合開発事務所)

山東省人民政府は,本計画事業の実施について､省計画委員会を事務局とし省首里

庁､農業庁､建設庁(村鋲建設局) ,勘測設計院等関係部局からの出向要具を組絶
して以上の実施秩構を新設する計画である○

黄河三角洲農業絵合開発計画実施組織秩構



添付黄科-3

計画事業関連の開発項目一覧表

計画-?l[･菜j/] 1.kJ)2111,Jf,-)〕慌同名計画部菜の粍非 協力の内容 事業実施期間 本事業との繋がり

(川:款､技術協力等)
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黄河三角洲典型区農業総合開発計画

開発調査実施要領(莱)

1995年4月

中 華 人 民 共 和 国

国家科学技術委員会



黄河三角洲典型区農業総合開発計画

開発調査実施要領(寡)

I. 計画事業の背景

1.1中国の社会経済現況

1993年末の総人口は, ll.85億人(なお､ 1995年2月16日総人口は12億人に達した) ､ 1984年以降10

年間の人口自然増加は約1.42億人､年平均人口増加は1.2-1.3%で推移している｡男女別人口は夫々

6.05億人と5.80億人で概ね均衡している｡農村及び都市地域の人口は,各々8.52億人_(71.9%)と3.33

億人(28.1%)である｡全就労人口の内､国営企業等で就業する職エがl.09億人(18.1%)
､都市部の

一般労働者3,393万人(5.6%) ､また,農村部の就菜者数は､
4.59億人(76.3%)である｡ 1993年末現

在の労働総人口(15歳以上)は約8.2億人(62%)で､この内6.02偉人(73.7%)が就業している｡未

就労人口には専業主婦及び上級学校の学生が含まれる｡近年､世帯の経済環境の好転から専業主婦が

増加する傾向を示している｡

1982年,政府は､社会経済近代化構想の実現を目指し｢2000年工農生産四倍増計画｣を策定､その

基本政策である｢対外開放･対内活性化｣に沿って､人民公社の解体､責任生産性の導入､国営農場

の基盤整備と生産に係わる諸制度の改善等各種努力と経済建設を進めてきたo これら経済改革と対外

開放政策の実効は著しく､国民総生産(GNP)は､ 1978年の3,588億元(実勢価格)から1993年には

31,342億元(実勢価格)に増加し､国民一人当たりのGNPも1978年の372元から1993年の2,645元となっ

た｡実質国民収入の成長率は､ 1980年前半が10%,後半が7.5%､また､ 1990年代に入ってからは市

場経済体制の導入の効果が著しく､相対的な国家経済の生長には,まだ不安定要素が残るものの近年

の経済開発投資が効を奏し確実な生長を示している｡特に､工業部門及び建設部門の生長は著しく飛

躍している｡

諸物価は､統制された計画経済の下にあって1992年後半までは極めて穏当な状況で推移してきた｡

しかしながら､ ■開放市場経済政策が施行された1993年からは工業製品の価格急膿を発端として市場価

格が大きく変わり,インフレーションの進行が一般消費と一次産品の生産環境を圧迫する状況が醸成

された｡国家統計局の1994年10月18日付け発表の1-9月経済実績によれば､ 1993年以降,本格的市場

経済の施行により経済活動が著しく活性化されたが､これに伴いサービスを含めた消費者物価は､全

国平均で前年の同期間の実技に比較し23.3%上昇し､中国社会の安定にとって最大の懸案であるイン

フレーションの高進に歯止めがかからない状態が続いている｡これら物価上昇とインフレーションの

高進は､食糧作物の生産を促進するため政府が1994年8月に買上価格を大きく引き上げたことが誘発

の要因となったと考えられる｡即ち､食糧価格が前年比で約30%上がり､これが全体の物価を押し上

げることとなった｡

順調な経済生長を支える対外輸出入の財政的収支環境は, 1980年代中盤まで貿易赤字を累積してき

たが同年代後半に至り農業及び工業開発投資の効果が出､年収支が黒字に好転し大きく国家収入に寄

与する状況となっている｡なお､ 1993年度は､工場企業等に於て施設整備が活発に行われ機械施設等

国際市場からの購入が増加して輸出入収支が一時的赤字となっている｡

1.2 中国の農業

1.2.1農業現況

中国の農業は,単に食粒生産のみならず､対外国貿易産品と軽工業用原料の生産の面でも大きく

黄河TOR-1`



国家掛荷を支持している.他方､労働人口の40%以上(.1993年現在)に雇用横会を与え社会的にも

重要な産業として位置付けられている｡.しかしながら,中国の農業は､広大な国土の中に約9,510

万ha (全国土の約10%)の排地を保有するが､国営'Ti場を除く郷鎮地区では実質的な農家一人当り

の平均]1:)l･･['L-iTFli椛が0.1haと極めて零甜である.二,また､緋地の60%以上がまだ生産基盤整備が整わな

いため単位榊iti･当りの生産性が低く､かつ,気象災害に脆弱な問題を抱えているのが実情であるt‥･

中国のf･!椛総!:E碇は､ 19491F珪国当時の1.13位tonから伸び悩んでいたが1980年代の経済改革以

降には生Pj･i:?!E解哲備の投資並びに農業技術の普及等が効を奏し､第七次五カ年計画最終年次の1990

年には史上Iii･縞の4.46t,810nを記録するに至った.=.この期間､人lコが11.43億人(建国当時の約2倍強)

に土･;(..11J口しているが,実質食程生産の伸びが人口増加を上回り､国民一人当たり年間食程占有量は

210kgから390kgへと大幅な増加となった.〕他方､ #Jr･l地面掛ま､1957年の約1･33億ha (20陰畝)をピー

クに以l;.'f:(ま紙-ILiill咋滅し､1991年末には､約47万haの新規開墾が進められた半面､国の基本インフラ

望rJ['7i.-TJi'･菜Fll(15%)
､林地転換(26.5%) ､または牧畜剛也転換(ll.5%)等あって全体で約50万

haが減少､紙-nととして9,565万haと縮小し､鎚国当時の10,930万ha (16.4億畝)を箱下回るに至って

いる.‥.1993咋:-)こ現在の;l･!i･]非地9,510万haの内､･n".L･ui(倒~園地を含む)及び水田の占有面積は､夫々

7,007万ha (封1;の73(7.,,)と2,503万ha (279('')である.‥.仙也の内､荘概受益面積は､約2,370万ha

(仰他面fi.;･の34与ほたは全体抑也の24%)である.‥.実質附乍面積については､1.4億ha-1.5胤-a (耕

地刊J-】一字1.56■)を維持している.=.

1.2.2 農業セクターの抱える問題

rl=,国では､回L-(に削巳･.'1;･ul:Rを課し厳しく人Fl調整を行っていが人口増加は､なお､平均年宰

1.2%[勺外で抑移し､ 1995年2月16日には12位人に述している.I.全人口の70%以上は農村部に居住し

ている._A.これら.I,I.1i･･11-JIJ､口の生計を十分に侃I;･l,7(し､かつ､中国経済の持続的発展を推進するためには,

今後, -Jlに,r].'i.菜r;H発と農業生産悲鮭磐fl)';Jl'を紗姦して堤菜生産の増強と生産安定を図ることが不可欠

である...しかしながら､排地拡大に対応できるI;q墾可能な土地資源が既に僅かに残されているのみ

であり､ l!TL-/i'･のIJl･.]也についても60%以上が｢捕舶用水の不足｣, ｢排水不AJ ､ ｢肥沃度が低い｣ ,

｢強ア)W), J･.I,"i'i3l'川ミ7;i･､i糞表土層等各種低f.i:I:生確土壌｣等の生産阻害要田を抱えている.二,

r,l.国政JiJ.･Cま,現在耶.;fis中の同家社会幸三捌;,]発計画に於て農業部門の開発/改善に重点をおき,坐

碇Lfi紹_q.1･.!flI･;)･･i
,.::'i.1yiJ_-L産技術の革新を進め､長則的展望の中で農業並びに農村社会経済の柄造改善を

図るべく努プ)している.=.

1l.開発政策と中･長期社会経済開発計画

2.1計画の中で最も重要な項目

現行の｢同家FJ･.会綻矧那己政策｣は､ 1978咋2J]の中共十一期三中絶で策定された計画要綱に沿っ

て､次の二項日のI三I標を政策の基本に置き､ ''l-'i菜生産と他の掛斉部門を有様的に連係して振興する計
画となっている.I.

① 工業化による附J'人口の増大に対応できるfLEli'.TliEの1惟かつ安定供給の出来る農業生産基鮭を創設する,I

⑦ 帥lに12ケ所(その後10ケ所に変卦の大以1=i.!r.･16品化氏'l''r.?f生産基地を整-q'FJ--し､全国国営I'i=IiJ易と併せ農業

!-,I_:.lL_l'('iを･}riii化して繭占7,化氏程を3-4I;7･にまで州托する･.

以.L･.のf耶己政苅qi･に-!.1iづく｢国民掛朽とIfJ:会発展10カ年計画(~199卜2000) ｣では､計画目標を次

の三段L,'1･7に'Jナけてfr'Ijl.･1ul.している｡.

.^j7-･段I祈:こ'.･[T･])5咋問(節八;)こ五カ･1r･-･計画:1991-1995)に国民総生産を1980年の二倍にす
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る にのE]標は､ 1992年末現在既に達成済みである) ,,

第二段階:後半5年間(二第九次五カ年計画: 1996-2000)に国民総生産を更に倍増し､ 1980

年の四倍にする.=.

第三段肝: 21･Lli一紀中頃までに一人当たりの国民総生産を中進国の水準に引き上げる･‥J

2.2計画の基本的な目的(目標)

以上の目標を遥r,Eするための捌各は､.次の五項E]の方針に基づくものであるo

① 同氏総LLi畦をirl率6%程度の水饗で伸ばす･=･

② 国民の!･_L泊レベルを｢温飽(罷低生活水準) ｣から｢小康的水準｣に到達するr-,

③ 2川蛸己'f･))ilfiまでに社会経済の持続的蒐展に必要な物質的･技術的基礎を築く,J

① ,lt才川を･抜本に計画掛斉と市場経済を有機的に結び付けた経済体制を確立し､その逆用を試

行するハ

⑤ 1･J二会_--jt･.光文TU-]の水iifil句上に努め∴rJ二会主立民主法体制を創設する,J

2.3 目的(目標)の達成手段(基本的戦略)

以上の抑巧川与己政節の去巨本に立つ｢国民掛売と社会党展10カ年計画(199卜2000) ｣の開発理念は,

提半分野のr;i･],y己に優先順位を置き､氏椋の増産と安完供給を最重点課題としてるc･食糧生産は､ 2000

年までに5t,I.:..:tollの迂成を目標としている.=･このf･!l･L･J.-T.T娃計画には､品種改良､施肥法の改善､栽培管

珂!の合1!l.1_1pヒF,Lf3･･:のl･l･･i.･-･Lti:1-:惇技術i･1･l一新の継続努力､低･中位生産緋地の改善に加え,農業水利施設の拡充

強化等, ,=l.:.ll;(･.i:).1ifiXl;5h･u･fJI･業の推進が隅El.さオtている･=･特に､蔽即日発については､受益面積を1990午

の約4,8107j-ha (7.22位畝)から2000iFを日f::I-i･1F･に'r?1き､5,440万ha (8･16億畝)まで増やす必要がある

としている.‥.

地域堤菜I.li｣蒐を良川J(Ill)!ii.k略として机識仰こ実施するため､政掛ま1978年2月に採択した｢国民経ILt･18

発展10ケ咋計画安部句｣の巾で隅想した全B112ケ所の大規模商品化食糧生産基地建設計画を修正し､

1988]I三､ [ll如即納三p[(J洲､黒龍江省三江平臥近事省遼河三角洲､挟西省関中濃区等10地域を指定

し, ITf.,Li(.摘J,=ヒLIE･1･i･i![如巨益地建設計画を前売した.二.これら指定10地域には､既排地が合計3,130万ha

(4.7位畝､帥11i)l･･l.UL耶.:の約1/31‥階)あるが､この内､低･中位生産性耕地が2,470万ha (3･7億畝)

を占める.二.計IL-!!'iでは､今世紀末までに結-!Jl･業Tr･535位元を投入し､新規開墾約220万ha (3･259万臥)

及び低･ [l.付:_,I-:..7T.1･:.Jrlil非仙2,220万ha(3･33旺畝)のI-!IE解馴ii･改良､更に､造林220万ha (3,300万畝) ､

草地改良270加a (4,000万畝)
､果樹園改良70万ha

(1,115万畝)
､水産養殖池の拡大90万ha

(1,340

万-I;.･1J等が仙Il.iJ･されている.｡この計画斗横の完成に伴う増加生産量ついて､改称ま､食糧6,119万ton､

綿花･州斗.抑料などの掛引乍物合計760万ton, I,I:]lJ^fi493万ton､水産品283万tonを見込んでいる二･

lll.計画事業の概要

3.1黄河三角洲地域の社会経済現況

那汀三[(州地域の1993J'F-末現在に於ける宗2il:)＼口は､ 5,492,500人である,J結戸掛れ484,460戸(平

均Iif:;;.i･,:-I,I-.･'._I.たり?:,I)3.7JJである･‥･,･JT!Ll:.l･及び耶-Jlfl山城の人口は､各々3,515,200人(64%)と

1,977,300人(36%)の,J･,Lli,･であるt‥･同年末のヲ拭=･X;･者総数は､988･650人(18%)である･:t部門別就業

者は､夫々f)^i -･;)(i!･(i_-;it:･284,730人(28･8%),節二如巨菜427･100人(:43･2%.) ､第三次産業276･820人

(28.0%)である.-.

198011r:･代､Ll仙比l(･･)･L(ま,近代化f,･Ii惣実現のための･L'･･i本朗!として｢2000年工農生産四倍増計画｣を

範,,i r対州I/( ･対I),)i[TI･1til:.化｣の･[且惣に掠って-度を改善する等各種努力と掛斉建設を進めてき
言l●f河TOR-3



策定､ ｢対外開放･対内活性化｣の思想に添って諸制度を改善する等各種努力と経済建設を進めてき

た｡･山東省に於ても､これら経済改革と対外開放政策の実効は著しく､国内総生産(RGDP)は､

1978年の234.05億元(実勢価格)に対し､ 1985年の647.06億元､ 1990年には1,337億元､また､ 1993年

には2,702億元(実勢価格)と著しい経済飛躍を成し遂げてきた｡国民一人当たリRGDPも】978年の

326元から1993年の3,126元と当初の2000年4倍増計画を早くも達成する状況に至っている｡計画関連

地域に於ても同様に投資の経済効果が出ており､特に勝利油田の開発進捗に伴う工業部門の著しい発

展が見られる｡

計画事業実施地域の社会総生産(RGDP) qLL;I.:万元

事 項 捻産値 第一次産業 第二次産業 第三次産菜

全省地域社会総生産 5 1
,850,600

9,942,500 38,5 】3.234 3,394,900

溜博市地域社会総生産 4,507.897 41 2,769 3,550, 127 545,00 1

東宮市地域社会総生産 582,412 213,700 273,526 95,I 86

LI',9tt: [Il求JJ?統計叩l''u (]994)

3.2黄河三角洲の農業開発現況

計画対象地域の土地利用現況(1992年現在)は以下に要約する通りである｡

黄河三角洲地域の土地利用現況

山 東 雀

事 項 面枝(万ha)占有率(%)面槙(万ha)占有率(%)面桟(万ha)占有率(%)

総面積

良耕地

水田

畑

内,羅概畑(合果樹)

果樹園

内,~潅概樹園

茶園

水域

I,567.2 100.0

675.80 43.]2

】3.95 0.89

4(;2.41 42.23

410.19 89.70

78.75 5.02

34.92 44.34

0.15 0.003

149.60 9,54

内,養殖水面 26.70 17.84

80.5 )00.0 59.83 100.0

】7.65
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計画対象地域の社会総生産値の内,農業生産は､概ね25%相当を占め､実質的生産値としての実勢

価格単位は994億元であるo

計画事菜実施地域の農業総生産(RGDP) ′川:ノ∫允

事 項 絵産値 農業 林業 牧畜 水産

全省地域

溜博市地域
東宮市地域

潰州地区地域

9,942,500

412,769

2]3.700

459,loo

5,266,700

273,869

】35,988

304,030

282,400

14,897

4,928

10,8I7

2,891,500

■118,243

37.384

Ⅰ43,308

1,501,900

5,760

35,400

36,945

山東省地域の農業生産の主要品目及び生産量は,以下の通りである｡
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主要農産物の生産量( 1991年実績) (,l･.一位:Ih]'h'ihl.生産!TtLOn. tMt'(.収姐orLba)

1 9 9 3 年
-

1 9 9 2 年

農産物 作付け面積 総生産量 単位収量 作付け面積 総生産量 単位収量

食糧作物

小麦

水稲

トウモロコシ

大豆

綿花

油料作物

煙草

糖料

読菜

果実

茶

秦(繭生産)

畜産(豚牛羊)

肉矯
牛乳

毛頬
卵類

蜂蜜

淡水養殖

海水養殖

8,213,404

4,156,028

】08,760

2,439,797

600,213

760,000

78l,418

73,309

1,277

†44,079

1,536

57,117

I 】7,600

】49,】73

41
,000,000
20,243,334

766,733

13,908,587

l,315,540

410,POO
2,683,718

148.945

39.795

3Ⅰ.07l,325

5,O14,283

4.99 7,918,632 35,893,000 4.53

4.87

7.05

5.70

2.19

0.54 l,488,764 876,84】

3.43 698,692 l,662,877

2.03 94,lュo

3l.16 4,510

41.75 )46.000

5,014,283 3.34

39.525

3,634,319

394,988

30,060

2,138,756

8,503

246,569

].340.5)4

9

CD
.0.9

l

I

I

l

-2

C8

130,930

77,260

152,900

74,800

1,146,900

5

8

2

7

4

3

′b

5

0

つ
ー
ー
1
′
b

I

I

2,936,587

343,219

28,763

l,705,352

7,750

189,137 1.44

866,809 1 I.22

.1Z'.ilk:川東'h続;汁il'･J."J
(1994)

3.3黄河三角洲地域に顕在する農業開発の阻害要因

山東省黄河三角洲地域は､黄河に育まれた肥沃な沖積庶にあって歴史的に古くから農業を中心に開

発が進められてきた｡特に､経済開放以後は､勘海経済圏と黄海経済圏双方の影響を直接的に受け､

また､首都北京に近い経済的好立地条件に恵まれ農業生産は､多様化と高度化が著しい進展を示し

ている｡しかしながら､農業経営に見る農家の実情は零細化が進み､また､アルカリ土壌の低位生産性の

問題や干魅等の生産阻害要因が顕在するため､依然,貧困から脱却するまでに至らず工業･商業部門

との経済格差は益々増大する状況となっている｡他方,この地域の農業生産基盤整備は､黄河の水を

利用した濯概を中心に進められてきたが､黄河の異常に大きな浮遊砂の堆秒間題もあって多くの施設

が改修/改善を必要としているo また､気象的に制約の大きい黄河の相対的液概利用量の制約に対し､

伝統的な潅概技術から近代的節水潅概管理への転換が急務となっている.

3.4開発計画

3.4.1計画対象地域

黄河三角洲農業総合開発計画は､黄河三角洲の内､主として水源を黄河に求める地域を対象に農

業生産基盤整備並びに農業生産構造の改善を構想したものである｡計画対象地域は､行政的に東宮

市,溜博市及び満州地区の所掛こ入る地域8,900 Km2の内,墾利県及び高音県地域から選定する二

典型地区約50,000haを対象とするoなお,典型区の選定は､相可三角洲全体のマスタイラン調査の結果

に基づき行う予定である｡
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3.4.2 開発の目的

1)短期的目標

本計画部菜は､茄河三角洲地域8,900Km2にある農業(結締地面積約383,000ha)の近代化を推

進するための示純として興型区の開発を隅想したもので､以下の事項を目標に置いている亡.

① 既設の'r:･tL･業生産基盤施設を己kll参/改善し持続的かつ安定的な農業生産環境を整える･-,,

② ii'if.irM-)I三水施設の増設/整r脂を行い,不安定な半湿潤気候環境の中で発生する気象災害とアル

刑IL･.))'J!等の低位生産阻害安田に強いi:!菜生産隅造を創設する｡.

③ 以上の慌能的性宜に立って可排他の開墾を進め､農家の経営規模の拡充と農業生産の増強

をr.4Iり1',-,'i家経済の向上/改善を期する.I.

① 以上の排種-1'k培の拡張とf)i:せ畜産,養蚕jT!びに養殖水産の振興を図り農業生産構造の多様

化と｣地域捌.I-J'qJ':i:3清構造の改革を推進する.:.

2)中･長期的目標

i'l.i･I可三1岬旧､国家氏程政策に沿ってLff.ti想さオtた｢国家重点商品化食糧生産基地建設計画｣の-
帳附也である.I.紘?て､以上のi[LL剖区のr,'u5己をモデル事業として鄭可三角洲地域全体の農業総合

r耶己計Ti.I)ほ｣rr･:.j喧し,国家の氏程政策と地域紗那己展梢想の成就に寄与する,)

3.4.3 開発事業構想と計画の枠組み

部河三f仰nJ'.'11i･菜総合開発計画は,-/Il'f河三郎叶lの内､主として水源を黄河に求める地域を対象に農

gi:.iL:.l';(;:北鰍t'.'frIIl;J-15i巨びにT,I:'i･業生産fI.ti道の改17_(I,:･をpfIITi想したものである,,主たる事業項目は以下の通り

である.二.

① ;-'ft:r汀からの牧水施設整･rlJ.h'･､平],ri.水klfげム)の新設及び既存ダムの貯水能力と給･配水職

能の改:,:T!'･.L=･

① 稚拙･排水路網の整IJliJ''及びm水･T:-:I.'･ユ王J!.犠能の改善

③ アルカリニl二郎順を含む末;i.1('J閉場韮解禁r･J';J''をr-llJL､に農業生産基盤の改善と可耕地の開墾による

常Jt:.-i･
ll):.[i鰯の拡充

① 地域l勺幹線道路､通信網､投付給水施設等､一農村近代化のための基本インフラ施設整備

⑤ 施設IT.;il芸を含む排種の多様化と吉17ri,養蚕及び養殖水産の振興による農業生産構造の改善

(:L))
---A;)()uu工をl-I.心とした'ni;-i･産物の付-))u(llLi佃生荏と農村部の雇用機会の拡充

3.4.4 計画事業の開発効果等

国家T.l二会柑朽13j.-J発10カ年計画の[11で隅想された｢国家重点商品化食糧生産基地建設計画｣では､

4ilL1･紀1こまでに所収F;H墾豹220万ha (3,259万畝)及び低･中位生産性排地2,220万ha (3.33位畝)の

-i.[i鰍t･:!r)lrFi･.C'(良､ AiLtに､造林220万ha (3,300万ii如､草地改良270万ha (4,000万畝)
､果樹園改良

70万ha (1,1157j-畝) ､水畦香椎他の拡-)(90万ha
(1,340万畝)等が企画されている,,この計画事業

の完成にrl,1うIt.Y,r]Ju如E-iTi:ついて､政何は､ft'1'･r;;6,119万ton,綿花･抽料･糖料などの掛引乍物合計

760万t.n､ l‡.l･!.;il;493-)J=ton､水薩品283万tonを見込んでいる.1:黄河三角洲地域全体の農業結合開発計

IIE.1]iカゞり三施に拶された)･I;J･合､堤捌.･lthは斬:);Lil).r牌を含め約400,000haの開発/改善が見込まれ事業効

-lとは､小-)}､水稲-!.1;･:Lf･i相生珪をはじめi[lri'E､州斗作均等拒漸乍物の増産,養蚕,畜産(肉牛と乳牛)
-jiに水i)'l･::馴■r:.f:,i.:が艇rJl,Lさjt全休計画の10%lJJ:.のEl標通成に寄与できるものと見込まれる.I_･計画事

業,)三施挨の朋l･は､..J.i_il抑渠対毅地域iif;_びに[1'･T家fほ掛告環境に対し以下の改善/革新が3y]得でき

る..-,
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① 比布の生在悲盤施設の改修により持続的な瀧概農業を保障する｡.

② 平)i;.:-AくFrli､取水工等の新設による新たな朋く順の開発は､農業生産規模の拡大を容易にし､

従って-)(きなL;'i菜生産拡大を可能にする,:.

③ 以上の.':.'i:='LI;生産の拡大は,新たにIf:･.i･･1:す工業並びに商業活動を振興し黄河三角洲地域のみな

らず広くLLJIA三省地域の社会起請の妃展の原動力となる｡,

① ,'l..i･J.;L･.i物の11F,.F!巨と品質の向上は､
ii.とに地域の食糧事情を改善するのみならず国家経済の発展

と対Wi'vLgJJI叉支の改善に大きく寄与できる.I.

特に､獅ILT三/岬Ll.出城は､長い間先の歴史をi':_fて中巡的水蜂にまで発展している｡.従って本計画

-!Jl.捌こ対する指i';f効果は､いや高く,
ri1.i･業生産fl'ti道の革新は､工業.商業部門との掛即答差を十分

改発するものと期待できる.二,また､本部4f4vt'の実施で蓄積される技術的経験は､広く勃海及び黄海沿

岸｣也城の,r]..i.菜l);｣削巨びに低位生産阻害要田の改善と農業生産柿道の改善に適用できるものである亡1

なお､計[ll_"1様の内､葦原の新規開墾款千haについては確実に自然動･植物の生態系を破壊する

こととなる.:､しかし､他方に於てf.'ti築または改修される平原水庫並びに耕種栽培を中心とした土地

利I-I]は､新たに良好な自然環境創設し､杵刺:Jには人間生活と自然動･植物の調和と均衡のとれた

生態系が･仙戊さitるものと考えらオtるゥ17Jr(･実､近咋計画地城内に在って勝利油田開発が進められ鉱

区が紬':1r:-碓T)ミに拡大さオtているが､これら施設はITl;Ill:･)l.11也の広がりの中に吸収され自然動物の生活を

衝かすpr;,I/j屯とはなっていない.;,また､既設水1il主には､従来に増したハクチョウや野鴨等が飛来し越

冬するまでになっている.二､漸,rr.1の干f.!'p3Lこついてもi'(fi可の治水管理以降は植生が安定してきおり渡鳥

の掠(i.Lr･f;.i岐がIII..Iii･している状況が従える.‥.

1V.開発調査の実施要領(秦)

4.1技術協力の範囲と目的

本計-ruJ_iiJ頂は,1993IFに｢相可三郎11'':1'L･菜総'L-Tr;i･J5己計画｣として東宮市行政区域を対象に策定され

l]本政和のf)7I)._q;)(Il川:款案件として安試さjtたが,借款案件としは計画内客が不備として採択に至ら

なかった.‥. 1I.ll･Ji省では､その後､省計画委員会を[I--,心に計画検討を更に進め東宮市開墾利県地区につ

いて可行什検-.i･-I)･を行い1994-'rFll月に再度国家計画委員会へ要請中話している経緯があるr‥･

標記l);H巨利仙ま､ ･ll同政rFJ-･の要請を受けて､以上の開発計画と併せて黄河三角洲関連地域の溜博市

及び捌卜地区人凪比rl,'J'･計画委員会が中心となって-_^I画している行政単位別農業及び農村開発計画をレヒす

ユーし,獅,T三州十l地域全体としての｢農業総合開発=2L;-Aこ計画(■マスタープラン)
｣を策定し｢国家重

点商品化氏柿･[1:.T,T.･･:-!.!-;J也班設計画｣の推進にrfすると共に､開発典型区を選定しモデル開発事業の｢実

施言佃Il(フィーシナヒ○-けイー.ス灯イ-調査)｣を行うものである.‥.調査実施期間中には､合作作業を通じ中

国1ulJウンクーハ○-ツに対する托術移転を行う.二p

4.2調査対象地域

i'(I;i■一三/(]･.I.).=,･,''i,-T:･･a',:,;i.:合r;F･:]蒐:L!i本計画調_1(I(マスト7oラン)は, i'Ii'･i可三角洲の内､主として水源を帯河に求

める地域､ /ll;･山:kl'l(JにはIJt,.'i･:-fTl､甜=馴了_'iJ',:びに捌･l.Hl虫rg.の所雌に入る地域8,900Km2を対象とする,.ま

た､ II);/]･h1.1':.･l･州.･iJl.i(7イーシ○ヒ○-けイー･スタテ◆1-調rl,ii)は､以上のマスタイラン調査の結果に基づき選定する典

IT7r.･':I.I互を対象とする50,000ha内外である,-

i'['f河TOR
I 7



4.3技術協力の内容

黄河三角洲地域の行政単位である東宮市､溜博市並びに液州地区が夫々個別に企画している農業及

び農村開発計画並びに国家重点商品化食糧生産基地建設計画に係る開発構想を基本に置き､黄河三角

洲地域全体としての｢農業総合開発基本計画(マスター7oラン)｣を策定し,この基本計画に基づき開発典

型区を選定の上｢モデル開発事業実施計画(フィヅt'l)ティー･スげイー調査)を実施する｡また､これら

調査の期間中,中国側カウンターハ○-ツ3名を日本に招碑し､燥似開発事業並びに事業施設の運営管理につ

いて実地に研修を行い技術移転の効果を革める｡

本開発調査は､二段階に分かれ､夫々中国に於ける現地調査及び日本に於ける国内解析作業の工程

で実施する｡調査作業の工程は､添付資料-1 r調査作業フロー｣に示す通りである｡

(1)第一次調査

1)第一次現地調査

山東省政府が構想している黄河三角洲農業総合開発計画のレt'ユーと併せ既存の資料収集･整理及

び現地補足調査を行い､黄河三角洲地域の現況把握と対象地域の農業･農村開発に係る開発構想

並びに地域農業総合開発基本計画(マスター7'ラン)策定の基本方針(開発Jl{テンシヤルの評価と開発の基

本的枠組み)を概定する｡また､地域農業総合開発基本計画に係る初期環境調査を実施する｡ 'Rm

一次現地調査の主たる項目及び内容は以下の通りである｡

① 地域農業開発の現況及び顕在する諸問題点の把握

a. 自然環境調査:

地形､気象､水文,地下水,地質､土質,土壌､自然動植物､大気汚染等を含む自然環境

並びに開発に係る自然条件及び農業開発に係る阻害要因を含む問題点の把捉｡

b.一般社会･経済現況:

社会･経済インフラ施設整備を含む土地利用､人口､社会構造､地域経済､環境保全対策,地

域開発計画及び開発事業実施状況等及び阻害要因を含む問題点のの把握

c.農業開発現況:
農業土地利用､別種並びに作付け体系､施設園芸と生産技術,農業機械化､農業生産基盤

整備､耕種栽培技術と技術普及体制､農業生産支援制度､農業組織､農家経済及び地域農

業経済,農産物の市場流通施設及び流通体制等､農業開発現況及び阻害要因を含む問題点

の把捉

d.林産開発現況:

林産土地利用､桑園分布と養蚕､養蚕技術体系及び技術普及､養蚕支援制度､薗の市場流

通､養蚕農家経済､林産及び林産物の市場,林業経済等､林業開発現況及び阻害要因を含

む問題点の把握

e.畜産開発現況:

主要畜種と飼養状況,畜産物及び市場形態､畜産施設､家畜飼養施設､畜産支援制度､家

畜飼養技術及び技術普及体制､生産組織､畜産農家経済等､畜産開発/振興の現況及び阻

害要因を含む問題点の把捉

f.淡水養殖:

淡水養殖の主要魚種､生産施設整備､年間魚柾生産品､市場流通施設と流通体制,養殖技

術及び技術普及体制,水産支援制度､生産組合､水産養殖農家の経済等､水産養殖の開発

/振興の現況及び阻害要因を含む問題点の把握
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g.農業生産基盤施設整備現況:
~ 水資源及び水利施設整備､潅概開発､排水改良､農道整備､収穫後処理施設,各種農業生

産基盤施設の運営･維持管理体制等､施設現況及び阻害要因を含む問題点の把捉

h.農産加工施設整備現況:

各種農･林･畜･水産加工施設､各種加工技術及び技術普及体制､加工施設運営･維持管

理体制(経営形態)
､加工業の経済と財政環境等､現況及び顕在する諸問題の把捉

② 開発ホ○テンシヤルの分析評価

以上の現況調査を基礎に賦存する農業総合開発に対応する開発ホ○テンシヤルを分析評価し､開発

戦略と開発計画の枠組みの構想並びに開発規模の策定に資する｡また,財政及び諸制度上の問

題については､改善/強化対策を検討し､将来の事業運営･維持管理体制の確立に資する｡

③ 初期環境評価と開発に係る環境保全対策の提言

上記8項目の現況調査及び環境初期評価調査の結果を踏まえ､農業総合開発計画に係る自

然及び社会経済環境への影響を明確にし､併せて自然環境保全対策の策定に対する提言を行

う｡

④ 地域農業総合開発基本計画(マスター7.ラン)策定の基本方針(開発Jll'テンシヤルの評価と開発の基本

的枠組み)を概定

以上の①項､ ②項及び③項の調査･検討結果に基づき､黄河三角洲地域全体の農業紘

合開発基本計画(マスタ-7'ラン)策定の基本方針(開発,1fテンシヤルの評価と開発の基本的枠組み)

を概定する｡

2)第一次国内作業

第一次現地調査の結果並びに収集賃料の細部解析検討結果を踏まえ､環境保全対策を含む卸可

三角洲農業総合開発基本計画を策定する｡併せて､基本計画の中から最も事業効果が高く､かつ,

モデル性の高い地区を選定し､この典型区についての開発実施計画調査の基本方針と概略的開発

の枠組みについて検討を行う｡

(2)第二次調査

1)第二次現地調査

第一次調査で策定する黄河三角洲農業総合開発基本計画の開発方針並びに典型区について行う

開発実施計画調査の基本方針と概略的開発の枠組み検討の結果を踏まえ,選定した卓J,L型区候補地

の農業総合開発実施計画の策定(フィイド1)テ1- ･スげイー調査)を行う.現地調査では､典型区を

対象にデーターの収集補完と詳細現地調査を行い､各開発項目のP,ほ目標,具体的実施軌略並びに

以下の計画について開発∃主菜を概定する｡

a.土地利用計画

b.水源開発及び水利施設整備計画

c.排水改良､農道整揃等を含む農業生産基盤整[J;i'j:計画

d.農業生産計画
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e.収穫後処理施設整備及び農産一次加工計画

f.1畜産振興計画及び畜産一次加工計画

b
L
)

h

淡水養殖振興計画及び魚種収穫後処理施設計画

養蚕振興を含む林業開発

i.農村近代化計画

j.農牧･林業･水産技術普及及び農業支援諸制度の改善強化計画

k.生産組合等､農業組織強化計画

l.環境保全対策計画

2)第=次国内作業

第一次調査及び第二次現地調査結果を踏まえ､以上a.- I.の12項目に亘る事業計画を基本とし

た黄河三角洲典型区農業総合開発実施計画を策定する｡

4.4中国側カウント八○-ツに対する技術移転

日本政府の技術協力の一環として実施している技術研修計画の内､以下の項目教科についてカウンターハo
-

ツに対する技術研修を希望する｡

(∋ 潅概排水技術

② 潅概排水施設管理技術

③ 末端圃場整備技術

名
名
名

カウンターハoJy研修の主要内容は次の通りである｡

a.黄河を水源とする地表水及び地域に賦存する利用可能地下水の合理的利用と節水濯概システムの
開発･利用技術､特に｢黄河の不安定な流出環境に対する合理的利水管理｣をテーマとした技

術研修

b.黄河の異常に高い浮遊砂に起因した堆砂処理対策の内､特に潅放水路網に堆積する堆砂の処

理及び有効利用技術

c.石灰質土壌に起由した桝種の7仙I障害対策個場に於ける濯概･排水管理､濯概水路内の堆
砂を利用した客土､機械化による深耕､有機質の施用等)及び耐アルカリ性耕種の適正な選定と

合理的輪作体系の確立に係わる技術

d.市場経済の運用の中で多様化する農業生産管理技術の一環として持続的な地力維持を考慮し

た営農体系の確立に係わる技術

e.淡水養殖の技術普及体制と経営体系の確立に係わる技術

f.農･畜副産物の一次加工(付加価値生産)と市場流通のための基本的施設整備技術

g.全体水管理システム化に係る技術
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4.5調査の実施期間

調査実施の期間は､ 1995年から1996年に亘って行う｡調査の実施工程は以下の通りである｡

調査の実施期間

年度 1995年度 1996年度

月 456789101112123456789101112123

作美工程

と

作業期間 年次B',a.A).事:E],g次柁`基芸器'=R.'7
第二次調査(典型区実施計画)-/

- :現地作美[=:コ:国内作業

4.6調査団の構成と作業期間(人/月)

調査団の構成と予定作業期間(人/月数)は以下の通りである｡

調査団の構成
現去㌍生篭内現窟旦亘領内

篭盗人/笥ミ
総括/農業諸制度･組織

気象･水文

地質･地下水

土壌･土地利用

栽培/農業機械

濯概/排水

畜産/農産加工

水産

農村計画

施設設計

農業経済･事業評価

環境評価

合 計
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4.7 日本政府の便宜供与

調査に当たって､日本側は以下の便宜措置を柄じる｡

1) E]本側調査団員の技術費用､渡航費用､現地調査期間中の滞在丑用､医療史等､必要な全ての

経費を負担する(但し､以下の中国側の便宜に係る4.8節3)及び5)項の盈用を除く)

2)現地調査を実施するに当たって､添付資料-2に示す合作作業項目の内､日本側が分担する業

務の実施及びこれに係る経夏空の負担

3)日本から持ち込む調査資機材の日本から山東省済南市空抵までの往復う軍拡丑の負担

4)調査報告書の作成室生用の負担

4.8 中国政府の便宜供与

現地調査を円滑,かつ効率的に実施するため､ ,:11個側は､中国蜘守カ言方Idl子している法緋及び諸規定
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/条例等に従い以下の便宜を措置する｡

1)中国側専門家(カウン9-ハo-y要員)
､事務職員､作業員及び通汎資料翻訳要員(日/漢語または

英語/漢語)の提供とこオ1ら要員の給与等､作業/行動に係る全ての費用負担

2)現地調査を実施するに当たって､添付資料-2に示す合作作業項目の内､中国側が分担する業

務の実施及びこれに係る経費の負担

3)現地調査に必要な作業場所(調査事務所)及び机､書窺棚等の什器備品の無償提供

4)現地調査に必要な車両､船舶､樺器等の手配(但し､通常の方法で借り上げが困難な車両､船
舶､機器等については運転要員を付加し無償提供)

5)現地調査に必要な国内電話･ FAX等通信施設及びこれらに係る経費負担

6)現地調査のために必要な許･認可の手続き及びこれに係る経費負担

7)一 計画調査に必要な資料･情報の無償提供

8)計画調査に必要な資料の中国から日本への移送許可

9)現地調査中､調査団具に病気､怪我等が発生した場合､病院等の手配

10)現地調査期間中､調査団員の安全の確保

川日本から持ち込む調査資機材の通関(非課税措置)と国内輸送致用の負担

12)日本から持ち込む調査資機材の再輸出に係わる必要手続きと通関/非課税措置の実施
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涼付安料-5

中･長期社会経済開発計画に採択されている開発事

業に対し他の機関または他国政府からの支援協力

相手国政11･･ほたはt貢EJ,]J名計画事業の名称椛算小菜珊 支援協力の内容 計画事業の内容
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